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令和５年８月 

目黒区教育委員会 

 



点検・評価報告書の作成に当たって 

 

 

 

本報告書は、効果的な教育行政の推進と説明責任を果たすため、地方教育行

政の組織及び運営に関する法律の規定に基づき、令和４年度の事務の管理及び

執行状況について点検及び評価を行ったものです。 

目黒区教育委員会は、今後も区民の一人ひとりが生涯にわたって学習がで

き、伝統と文化への理解を深め、健康で充実した人生を送ることができるよう

に、「学び合い成長し合えるまち」の実現を図ってまいります。 

 

 

令和５年８月 

 

                  目黒区教育委員会教育長 

                          関根 義孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

(教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等) 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任

された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任さ

れた事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果

に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の

知見の活用を図るものとする。 
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第１ 教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価について 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２６条の規定に基

づき、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検・評価を

行うこととされています。本区では、目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状

況の点検及び評価の実施方針（平成２０年１１月２７日目黒区教育委員会決定）に基づき実施し

ています。 

 

１ 目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方針 

平成２０年１１月２７日 目黒区教育委員会決定 

（平成２９年４月３日 一部改正） 

（令和５年３月１４日 一部改正） 

１ 目的  

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２６条の

規定に基づき、目黒区教育委員会（以下「委員会」という。）が自らの権限に属する事

務の管理及び執行の状況の点検及び評価を実施することにより、効果的な教育行政の一

層の推進を図るとともに、区民への説明責任を果たし、区民に信頼される教育行政を推

進する。 

２ 点検及び評価の定義 

点検及び評価は、以下の内容をもって定義づける。 

（１）点検 個々の施策及び事業のこれまでの取組み状況や成果について、取りまとめる

ことをいう。 

（２）評価 個々の施策及び事業についての点検を踏まえ、課題を検討するとともに、今

後の取組みの方向性を示すことをいう。 

３ 点検及び評価の対象 

点検及び評価の対象は、毎年度策定する「教育行政運営方針に基づく施策」とする。 

４ 点検及び評価の実施 

（１）点検及び評価は、前年度の「教育行政運営方針に基づく施策」の進捗状況を総括す

るとともに、課題や今後の取組みの方向性を示すものとし、毎年１回実施する。 

（２）点検及び評価に当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見を活用する。 

（３）委員会において点検及び評価を行った後、その結果を取りまとめた報告書を作成す

る。 

５ 議会への報告 

目黒区議会第三回定例会までに区議会議長宛て報告書を提出する。 

６ 区民への公表 

  区民への公表は、区議会報告後、区報、ホームページその他の方法により行う。 

７ その他 

  その他、本制度の実施に関し必要な事項は、教育長が定める。 

 

２ 実施方針４の（２）に規定する学識経験を有する者 

氏 名 所   属 

生形 章 秀明大学学校教師学部 教授 

邑上 裕子 前明星大学教育学部教育学科 客員教授 
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第２ 目黒区教育委員会の活動について 

１ 教育委員会の組織 

教育委員会は、区立の幼稚園・小学校・中学校、図書館などの教育機関の設置、管理及び社

会教育その他の教育事務を執行する地方行政機関で、区長が区議会の同意を得て任命した教育

長と４人の委員で構成されています。教育長の任期は３年、委員の任期は４年で、再任も認め

られています。 

   令和４年度 教育長及び教育委員 

職名 氏名 任期 

教育長 関 根  義 孝 
令和元年１０月１日から令和４年９月３０日まで 

令和４年１０月１日から令和７年９月３０日まで 

教育長職務代行者 笹 尾  敦 夫 
平成３０年１２月１日から令和４年１１月３０日まで 

※教育長職務代行者は令和３年１０月１日から令和４年１１月３０日まで 

教育長職務代行者 松村 眞理子 
令和元年１２月９日から令和５年１２月８日まで 

※教育長職務代行者は令和４年１２月１日から 

委員 川 嶋  春 奈 令和２年１０月１日から令和６年９月３０日まで 

委員 片 山  覚 令和３年１０月１日から令和７年９月３０日まで 

委員 若井田 正文 令和４年１２月１日から令和８年１１月３０日まで 

   

 

２ 教育委員会の会議 

   教育行政の基本的な方針の決定や諸問題の解決等の重要案件を処理するために、原則毎週火

曜日に教育委員会定例会を開催するとともに、特に緊急案件を処理するために、教育委員会臨

時会を開催し、付議された事案を審議したほか、諸事項についての意見・情報の交換、業務報

告を受け、教育行政の適正な運営に努めました。 

 

  ○令和４年度定例会・臨時会の開催回数と議案付議件数  

会議種別 開催回数 付議件数 議案付議内容別件数 

定例会 ４２ ４７ 規則関係 １７ 区議会議案意見聴取関係 １８

人事関係  ４  財産関係 ０ 

諮問関係  ０  その他   ９ 

 

臨時会 ２ １ 

計 ４４ ４８ 
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令和４年度定例会・臨時会の審議・報告内容  

会議名 

開催日 
議事 件      名 

第 1 回 

臨時会 

4月 1 日 

議案 19 幹部職員の任命について 

第 12回 

定例会 

4月 5 日 

報告 

 

報告 

報告 

報告 

令和 4 年度目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（令和 3年度分）の

実施について 

令和 4 年度自然宿泊体験教室及び学校独自宿泊事業の実施について 

令和 3 年度目黒区立中学校第 3 学年の評定状況の調査結果について 

令和 4・5 年度青少年委員の委嘱について 

第 13回 

定例会 

4月 12日 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和 4 年度教育施策説明会（前期・教育施策に関する説明動画の配信）の実施について 

向原小学校建替えの進め方について（案） 

令和 4 年度学校評議員の委嘱について 

春季休業明けの幼児・児童・生徒の欠席状況について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

第 14回 

定例会 

4月 19日 

協議 

報告 

報告 

幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部改正について 

令和 4 年度研究指定校等の状況について 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 

第 15回 

定例会 

4月 26日 

議案 20 

報告 

報告 

報告 

報告 

幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

令和 3 年度情報セキュリティ施策に関する取組結果及び令和 4年度情報セキュリティ施策について 

令和 4 年度児童生徒数・学級数について 

目黒区立目黒本町社会教育館研修室の一部臨時休室について 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 

第 16回 

定例会 

5月 10日 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和 4・5 年度青少年委員の欠員補充に係る委嘱について 

令和 3 年度目黒区めぐろ歴史資料館等の利用状況について 

目黒区めぐろ歴史資料館の臨時休館について 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 

第 17回 

定例会 

5月 17日 

報告 

報告 

報告 

令和 4 年度目黒区教職員等の配置状況について 

国内交流事業（角田市）及び自然体験講座（気仙沼市）の中止について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

第 18回 

定例会 

5月 24日 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和 3 年度目黒区立学校卒業生の進路状況について 

令和 3 年度目黒区立学校におけるいじめの状況について 

めぐろ区民キャンパスレストラン施設使用料等に係る延滞金の債権放棄について 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 

第 19回 

定例会 

5月 31日 

議案 21 

報告 

報告 

報告 

報告 

幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

教育委員会事務局各課の主要課題について 

令和 4 年度児童生徒数・学級数について 

令和 3 年度目黒区立学校における不登校の状況について 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 

第 20回 

定例会 

6月 7 日 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和 5年 1 月実施の「二十歳(はたち)のつどい」について（案） 

令和 3 年度放課後フリークラブの実施結果について 

令和 3（2021）年度ランランひろばの実施結果について 

令和 4・5 年度青少年委員の欠員補充に係る委嘱について 

目黒区生涯学習区職員派遣制度の再開について 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 

第 21回 

定例会 

6月 14日 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和 4 年第 2 回区議会定例会一般質問通告について 

令和 4 年度目黒区一般会計補正予算（第 1号）について 

令和 4 年度伝統と文化に関する教育の実施について 

統合新校の教育課程等の検討について 

第 22回 

定例会 

6月 21日 

議案 22 

報告 

令和 4 年度目黒区一般会計補正予算（第 1号）（意見聴取） 

教育委員会名義の使用承認状況について 

第 23回 

定例会 

6月 28日 

協議 

報告 

報告 

報告 

報告 

幼稚園教育職員の特殊勤務手当に関する規則の一部改正について 

令和 4 年第 2 回区議会定例会一般質問の答弁（要旨）について 

令和 3 年度目黒区立学校における体罰等の実態把握調査の結果について 

令和 4 年度目黒区立中学校における部活動の状況について 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 
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会議名 

開催日 
議事 件      名 

第 24回 

定例会 

7月 12日 

議案 23 

報告 

報告 

 

報告 

報告 

幼稚園教育職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則 

令和 4 年度目黒区一般会計補正予算（第 2号）について 

令和 4 年度目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（令和 3年度分）報告書 

（素案）について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 

第 25回 

定例会 

7月 26日 

報告 

協議 

 

協議 

報告 

 

報告 

報告 

報告 

報告 

区立学校におけるいじめの発生について 

令和 5 年度使用目黒区立小学校教科用図書の採択及び令和 5 年度使用目黒区立中学校教科用図書の採択につい

て 

令和 5 年度使用目黒区立学校特別支援学級教科用図書の採択について 

令和 4 年度目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（令和 3年度分）報告

書（案）について 

令和 5 年度放課後子ども総合プランの推進について（ランランひろばの新規開設） 

社会教育館等における利用申請及び施設使用料の納付期限の取扱いについて 

目黒区立図書館基本方針の改定の進め方について 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 

第 26回 

定例会 

8月 2 日 

議案 24 

議案 25 

協議 

 

報告 

令和 5 年度使用目黒区立小学校教科用図書の採択及び令和 5 年度使用目黒区立中学校教科用図書の採択について 

令和 5 年度使用目黒区立学校特別支援学級教科用図書の採択について 

令和 4 年度目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（令和 3年度分）報告 

書（案）について 

令和 4 年度目黒区学力調査実施結果の概要について 

第 27回 

定例会 

8月 9 日 

議案 26 

 

報告 

報告 

報告 

令和 4 年度目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（令和 3年度分）につい 

て 

令和 4 年度目黒区一般会計補正予算（第 2号）の内示について 

学校運営協議会等の設置に向けた検討について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

第 28回 

定例会 

8月 23日 

議案 27 

議案 28 

議案 29 

議案 30 

議案 31 

議案 32 

議案 33 

報告 

報告 

職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

職員の懲戒に関する条例等の一部を改正する条例（意見聴取） 

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

令和 4 年度目黒区一般会計補正予算（第 2号）（意見聴取） 

令和 3 年度目黒区一般会計歳入歳出決算の認定について（意見聴取） 

令和 4 年度教育施策説明会（前期・教育施策に関する説明動画の配信）の実施結果について 

教育職員の人事異動について 

第 29回 

定例会 

8月 30日 

議案 34 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

幼稚園教育職員の給与に関する条例施行規則及び幼稚園教育職員の住居手当に関する規則の一部を改正する規則 

令和 4 年第 3 回区議会定例会一般質問通告について 

南部・西部地区の統合新校整備方針案の一部（位置、通学区域及び目指す学校像）決定（案）について（案） 

令和 5 年度隣接中学校希望入学制度の実施について 

令和 4 年度夏季休業中における教育活動等及び教員研修の実施状況について 

夏季休業明けの幼児・児童・生徒の状況調査について 

第 30回 

定例会 

9月 6 日 

報告 

報告 

報告 

報告 

目黒区立八ヶ岳林間学園の臨時休園について 

令和 4 年度全国学力・学習状況調査結果について 

目黒区立中学校における夏季休業中の英語教育事業実施結果について 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 

第 31回 

定例会 

9月 20日 

協議 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

幼稚園教育職員の期末手当に関する規則及び幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部改正について 

令和 4 年第 3 回区議会定例会一般質問の答弁（要旨）について 

令和 6 年度放課後子ども総合プラン実施に向けた取組について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 

オミクロン株対応ワクチン接種の実施について 

第 32回 

定例会 

10 月 4日 

報告 

議案 35 

議案 36 

議案 37 

報告 

報告 

報告 

報告 

訴訟事件の発生について 

目黒区教育委員会の権限に属する事務の委任及び補助執行等に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の期末手当に関する規則及び幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

令和 5 年度区立幼稚園及びこども園の園児募集について 

目黒区立向原小学校等複合施設基本構想素案について（案） 

向原小学校におけるプール整備の考え方について（案） 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 
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会議名 

開催日 
議事 件      名 

第 33回 

定例会 

10 月 11 日 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和 4 年第 3 回区議会定例会中の決算特別委員会での教育委員会に係る質問の答弁（要旨）について 

令和 4 年度東京都児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習慣等調査の結果について 

ランランひろばにおける冬季利用時間延長の試行実施について 

国内交流事業（角田市小学生受入）の中止について 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 

八雲中央図書館の臨時休館等及び目黒区めぐろ区民キャンパス付帯駐車場の臨時休業について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

第 34回 

定例会 

10 月 18 日 

報告 

報告 

令和 4 年度教育施策説明会（後期・教育施策に関する説明動画の配信）の実施について 

目黒区立向原小学校等複合施設基本構想（案）について 

第 35回 

定例会 

11 月 1日 

議案 38 

報告 

報告 

報告 

報告 

目黒区個人情報の保護に関する法律施行条例（意見聴取） 

区立学校における物価高騰対策について（案） 

令和 4 年度前期目黒区立学校におけるいじめの状況について 

令和 4 年度いじめ問題を考えるめぐろ子ども会議の実施について 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 

第 36回 

定例会 

11 月 8日 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和 4 年度目黒区・東城区・中浪区との三区間交流事業について 

令和 4 年度前期目黒区立学校における不登校の状況について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 

第 37回 

定例会 

11 月 15 日 

報告 

報告 

報告 

令和 4 年第 4 回区議会定例会一般質問通告について 

目黒区立向原小学校等複合施設基本構想について（案） 

目黒区立図書館基本方針改定素案（案）について 

第 38回 

定例会 

11 月 22 日 

議案 39 

議案 40 

議案 41 

報告 

報告 

報告 

 

報告 

幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例（意見聴取）  

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

令和 5 年度当初予算に係る主な要求項目について 

令和 5 年度隣接中学校希望入学制度申込結果（中間集計）について 

令和 5 年度目黒区立小・中学校及び幼稚園・こども園教育課程の基本方針及び教育課程編成・実施の留意事項 

（基本的な考え方）について（案） 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 

第 39回 

定例会 

11 月 29 日 

報告 

報告 

報告 

目黒区立学校・園における働き方改革実行プログラム改定素案（案）について 

令和 4 年度公立小中学校教員公募について 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 

第 2 回 

臨時会 

12 月 1日 

 議席の決定について 

教育長職務代行者の指名について 

第 40回 

定例会 

12 月 6日 

議案 42 

報告 

報告 

報告 

幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

令和 4 年第 4 回区議会定例会一般質問の答弁（要旨）について 

南部・西部地区の統合新校整備方針案について（案） 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 

第 41回 

定例会 

12 月 13 日 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和 4 年度目黒区一般会計補正予算（第 5号）について 

青少年委員の任用回数の延長について 

図書館情報システムの更新について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

第 42回 

定例会 

12 月 20 日 

議案 43 

議案 44 

報告 

報告 

報告 

目黒区立幼稚園条例の一部を改正する条例の立案請求について 

目黒区立こども園条例の一部を改正する条例の立案請求について 

令和 4 年度小・中学校卒業式祝辞について 

令和 4 年度目黒区手をつなぐ親の会と教育委員会の懇談会の実施結果について 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 

第 43回 

定例会 

12 月 27 日 

報告 

議案 45 

報告 

報告 

報告 

報告 

区立学校におけるいじめの発生について 

目黒区立向原小学校等複合施設基本構想の策定について 

令和 5 年度組織改正（第一次）及び職員数内内示について 

令和 5 年度隣接中学校希望入学制度申込結果について 

令和 4 年度小・中学校卒業式祝辞について 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 
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会議名 

開催日 
議事 件      名 

第 1 回 

定例会 

1月 10日 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和 5 年度目黒区一般会計当初予算原案について 

令和 4 年度いじめ問題を考えるめぐろ子ども会議の実施結果について 

令和 4 年度目黒区立学校授業スペシャリスト表彰について 

令和 5年 1 月実施の「二十歳のつどい」実施結果について 

第 2 回 

定例会 

1月 17日 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和 4 年度小・中学校卒業式祝辞について 

冬季休業期間明けの幼児・児童・生徒の欠席状況について 

目黒区青少年プラザ研修室一部の臨時休室について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

第 3 回 

定例会 

1月 24日 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和 5 年度組織改正（第二次）及び職員数内示について 

令和 4 年度目黒区教育委員会児童生徒表彰について 

令和 5 年度教育行政運営方針（素案）について（案） 

令和 5 年度以降の児童生徒数・学級数の推計等について 

令和 4 年度小・中学校卒業式祝辞について 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者の発生状況について 

第 4 回 

定例会 

1月 31日 

議案 1 

議案 2 

議案 3 

議案 4 

議案 5 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

目黒区個人情報の保護に関する法律施行条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

目黒区立保育所条例等の一部を改正する条例（意見聴取） 

令和 4 年度目黒区一般会計補正予算（第 5号）（意見聴取） 

令和 5 年度目黒区一般会計予算（意見聴取） 

令和 4 年度小・中学校卒業式祝辞について 

令和 4 年度目黒区立学校・園における学校・園評価アンケートの実施結果等について 

令和 5 年度めぐろシティカレッジについて 

令和 5 年度社会教育館・緑が丘文化会館・青少年プラザの年間事業計画（案）について 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者等の発生状況について 

第 5 回 

定例会 

2月 7 日 

議案 6 

報告 

報告 

報告 

教育管理職の任命に関する内申について 

令和 5 年第１回区議会定例会質問通告について 

令和 5 年度教育行政運営方針（素案）について 

区立学校等における新型コロナウイルス感染者等の発生について 

第 6 回 

定例会 

2月 14日 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和 5 年度教育行政運営方針（案）について 

目黒区立学校・園における働き方改革実行プログラム改定案について 

令和 4 年度区主催教員等研修の実施状況及び令和５年度の方向性について 

目黒区緑が丘文化会館別館研修室等の臨時休室について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

区立学校等における感染者の発生状況について 

第 7 回 

定例会 

2月 21日 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

めぐろ学校教育プランの進捗状況（令和 4年度分）について 

南部・西部地区の統合新校整備方針（案）について 

令和 5 年度学校標準給食費について（案） 

令和 5 年度区立幼稚園及びこども園の入園申込状況等について 

目黒区立図書館基本方針改定案（案）について 

目黒区立社会教育館等の利用制限の一部解除について 

区立学校等における感染者の発生状況について 

第 8 回 

定例会 

3月 7 日 

議案 7 

報告 

協議 

協議 

協議 

報告 

報告 

報告 

報告 

目黒区公立幼稚園教育管理職の任命について 

区立学校におけるいじめの発生について 

目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方針の一部改正について 

第七中学校・第九中学校の統合新校整備方針及び第八中学校・第十一中学校の統合新校整備方針について 

幼稚園教育職員の定年引上げ等に伴う関係規則の一部改正について 

令和 5 年第 1 回区議会定例会代表質問・一般質問の答弁（要旨）について 

令和 4 年度教育施策説明会（後期・教育施策に関する説明動画の配信）の実施結果について 

令和 5 年度児童生徒数・学級数の推計について 

区立学校等における感染者の発生状況について 
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会議名 

開催日 
議事 件      名 

第 9 回 

定例会 

3月 14日 

議案 8 

議案 9 

議案 10 

議案 11 

議案 12 

議案 13 

議案 14 

議案 15 

議案 16 

議案 17 

議案 18 

報告 

目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方針の一部改正について 

第七中学校・第九中学校の統合新校整備方針の策定について 

第八中学校・第十一中学校の統合新校整備方針の策定について 

幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の管理職員特別勤務手当に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する規則 

教職調整額に関する規則の一部を改正する規則 

区立学校におけるいじめの発生について 

第 10回 

定例会 

3月 28日 

議案 19 

議案 20 

議案 21 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

 

報告 

報告 

報告 

目黒区教育委員会事務従事幹部職員の異動について 

目黒区教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則 

目黒区個人情報の保護に関する法律施行条例施行規則 

令和 5 年第１回区議会定例会中の予算特別委員会での教育委員会に係る質問の答弁（要旨）について 

令和 5 年度学校経営方針のプレゼンテーションについて（案） 

学校運営協議会等設置に向けた検討状況について 

目黒区立向原小学校等複合施設基本設計(素案)について(案) 

目黒区立小中学校におけるプール施設整備の考え方について（案） 

区立学校等の合理的配慮に関する法律相談の実施状況及び令和５年度実施予定について 

油面小学校わかたけ学級及び大鳥中学校７組（肢体不自由特別支援学級）送迎バスへの安全対策の実施につ

いて 

校内別室指導支援員配置モデル校事業の実施について 

令和 5 年度めぐろ歴史資料館の企画展等について 

教育委員会名義の使用承認状況について 
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番号 施策の方向性

施策１　知・徳・体を総合的に捉えた資質・能力の育成 14 1 0 15
１－１ 確かな学力の向上(p.11～) 3 1 0 4

１－２ ＩＣＴを活用した教育の充実(p.13) 2 0 0 2

１－３ 現代的な諸課題に関する教科等横断的な教育の推進(p.14) 1 0 0 1

１－４ 豊かな心の育成(p.14～) 5 0 0 5

１－５ 健やかな体の育成(p.17～) 3 0 0 3

施策２　学校の教育活動を支える環境整備の推進 13 1 0 14
２－１ いじめ防止等の対応の充実(p.20) 1 0 0 1

２－２ 不登校等への対応の充実(p.20～) 3 0 0 3

２－３ 特別支援教育の推進(p.21～) 2 1 0 3

２－４ 学校のＩＣＴ環境整備の推進(p.23) 2 0 0 2

２－５ 就学前施設・小学校中学校間の連携・交流の強化(p.23～) 2 0 0 2

２－６ 学校施設の計画的な更新及び機能改善(p.24～) 2 0 0 2

２－７ 区立中学校の適正規模・適正配置の推進(p.25) 1 0 0 1

16 2 0 18
３－１ 「チーム学校」の機能強化・働き方改革の推進(p.27～) 3 1 0 4

３－２ 高い専門性と指導力、協働性を備えた教員人材の育成(p.28～) 4 0 0 4

３－３ 学校・家庭・地域全体で子どもたちの成長を支える体制の整備(p.30～) 2 0 0 2

３－４ 子どもの安全教育の推進(p.31～) 2 0 0 2

３－５ 地域や関係機関との連携による安全対策の強化(p.32～) 2 1 0 3

３－６ 学校・園における児童虐待の早期発見・早期対応の推進(p.34) 1 0 0 1

３－７ 「新しい生活様式」下における持続的な学校・園運営の実現(p.34～) 2 0 0 2

施策４　生涯学習の充実 4 5 0 9
４－１ 生き生きと学び合える生涯学習事業の充実(p.37) 0 1 0 1

４－２ 青少年健全育成事業の実施(p.37) 0 1 0 1

４－３ 家庭教育を支援する事業の実施(p.38) 0 1 0 1

４－４ 文化財を活用した啓発・普及事業の実施(p.38～) 2 0 0 2

４－５ 図書館サービスの充実(p.39～) 2 2 0 4

　　　　総　　計 47 9 0 56

施策３　学校内外の連携・分担による学校マネジメントの実現と子どもの安全・安心の確保

計
施策

Ａ Ｂ Ｃ

第３ 令和４年度教育行政運営方針の点検及び評価について 

   令和４年度教育行政運営方針の施策及びその方向性に対応した個々の実施事業について、教

育委員会各課が作成した点検・評価票に基づき、学識経験者とヒアリングを行った上で、点

検・評価結果として取りまとめました。 

次ページ以降、実施事業単位に令和４年度の取組状況、点検・評価結果、今後の方向性等

（拡充・継続・見直し・縮小・終了）を記述するとともに、点検・評価結果について次の基準

により３段階で示しています。 

１ 点検・評価結果の基準 

   点検・評価結果の基準は次のとおりとする。 

Ａ：当初の計画どおりに実施できており、一定の成果が得られた 

Ｂ：当初の計画どおりにおおむね実施できたが、取組の強化が必要である 

Ｃ：当初の計画どおりに実施できなかったため、改善の余地がある 

 

２ 点検・評価結果の総括表  
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３ 各実施事業の点検・評価結果  

【施策１】 知・徳・体を総合的に捉えた資質・能力の育成 

【施策１の方向性】 

１－１ 確かな学力の向上 

きめ細かい指導や教科の専門性を生かした指導ができるよう指導体制を充実させるととも 

に、学力の定着状況の把握・分析を踏まえた指導方法の工夫・改善を図る。また、研修を充

実させ、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を推進する。 

１－２ ＩＣＴを活用した教育の充実 

児童・生徒が情報端末を日常的に活用することで、一人ひとりに確かな学力を定着させ  

るとともに、情報活用能力の育成を図る。 

１－３ 現代的な諸課題に関する教科等横断的な教育の推進 

時代の進展に伴う多様な教育課題（主権者に関する教育、消費者に関する教育、法に関 

する教育等）について、各教科等の内容と関連付けながら、横断的・総合的に取組の充実

を図る。 

１－４ 豊かな心の育成 

人権教育や道徳教育を通じて、人権意識を高め、道徳性を養うとともに、様々な体験活 

動を通じて、社会性・協調性や規範意識を醸成する教育活動を推進する。 

１－５ 健やかな体の育成 

    児童・生徒の望ましい運動習慣・生活習慣の確立に向け、学校と家庭が連携し、健康の 

保持増進及び体力向上の取組や食育など健康教育の充実を図る。 
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【施策１】 知・徳・体を総合的に捉えた資質・能力の育成 各実施事業の点検・評価結果 

１－１ 確かな学力の向上 

1－1－1 授業改善の推進  
児童・生徒の学力の定着状況を把握し、指導方法の工夫・改善を図るために、区独自の学力調査を

実施し、学力の定着状況を把握・分析する。また、研修を充実させ、「主体的・対話的で深い学び」 

の実現に向けた授業改善の推進を図る。 

連番号 
１ 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

区独自の学力調査を実施した。各学
校では、目黒区学力調査結果を基に、
「目黒区授業改善の手引き～学力調
査活用編～」を活用しながら「授業改
善プラン」を作成し、指導方法の工夫・
改善を図った。 
＜目黒区学力調査実施状況＞ 
■実施日 
令和４年４月１４日（木） 
■調査内容と実施教科 
[共通] 
意識調査 
[小学校] 
第２・３学年（国語・算数） 
第４・５学年（国語・算数・理科） 
第６学年（国語・算数・理科・社会・
英語） 
[中学校] 
第１・２・３学年 
（国語・数学・理科・社会・英語） 

 小・中学校とも全教科において平

均正答率が目標値を上回っており、

学習指導要領の内容がおおむね身

に付いていることが確認された。 

例年、学力の定着を課題としてい

る理科の達成率については、同一集

団の比較で令和３年度より上昇し

ている学年は、中学校第３学年のみ

であることから、「知識・技能」の

確実な定着を図る場面や、既習事項

を活用する場面を設定するなど、授

業改善を一層図る必要がある。 

英語については、特に中学校の達

成率が高い。これは、本区において、

小学校第１学年から英語教育に長

年、取り組んできた成果であると捉

えている。 

令和６年度の業者選定に向け、

教育データの利活用の観点も踏

まえ、区独自の学力調査の実施内

容について検討する。 

1－1－2 個に応じた学習指導の充実  

児童・生徒の興味や関心、発達や学習の課題等を踏まえ、個に応じた学習指導を充実させるため

に、習熟度別少人数指導や補助的教員による指導を実施する。 

連番号 
２ 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

〈習熟度別少人数指導〉 

小学校算数科、中学校数学科及び外

国語科（英語）において、都の指導方

法工夫改善加配教員を活用し、習熟度

別少人数指導を行った。 

〈補助的教員による指導〉 

各学校に、学習指導講師や学習指導

員、小１学級支援員、学校図書館支援

員、日本語指導員等の様々な補助的教

員を配置し、個に応じた学習指導の充

実につなげることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈習熟度別少人数指導〉 

都の指導方法工夫改善加配教員

による習熟度別少人数指導の実施

状況については、全小・中学校を対

象に授業観察及び執行率の確認を

行い、適切に実施していることを確

認した。 

教員の欠員が生じている学校に

おいては、加配教員を学級担任に充

てる対応を行ったため、計画通りの

実施が難しい状況であった。 

〈補助的教員による指導〉 

学習指導員の配置時数について、

令和４年度は、各学校の執行実績や

実態に応じて再配分を行うととも

に、小学校教員の欠員状況を踏ま

え、補正予算で６００時間分を増額

するなどの対応を行った。 

〈習熟度別少人数指導〉 

引き続き、都の指導方法工夫改

善加配教員による習熟度別少人

数指導を確実に行う。 

〈補助的教員による指導〉 

学習指導員については、令和５

年度も令和４年度決算と同規模

の予算を確保しており、各学校の

執行実績等を勘案しながら早期

の再配分を行うなど、真に必要な

学校に対し、配置時数を追加でき

るよう運営していく。 
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1－1－3 外国語教育の充実  

ＡＬＴを活用し、児童・生徒の英語によるコミュニケーション能力の向上を図る。また、中学校第

２学年対象の英語４技能検定試験を実施し、授業改善の取組につなげる。 

体験型英語学習の機会を設けるとともに、中学校イングリッシュ・キャンプについては対象者の

拡充を検討する。 

連番号 
３ 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 拡充 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

＜イングリッシュ・キャンプ＞ 

新型コロナ感染症拡大防止のため、

八ヶ岳林間学園での宿泊ではなく、大

鳥中学校で宿泊時と同様３日間のプロ

グラムを実施した。 

＜日帰り体験型英語学習事業＞ 

イングリッシュスピーカーが案内役と

なり、グループで話し合いながらニュー

ス番組を作ったり、東京の魅力を紹介し

たりするプログラムを行った。 

■小学校 ２２校実施 

■中学校 大鳥中学校を除く中学校８

校の希望生徒を対象に実

施 

＜英語４技能検定＞ 

中学校外国語教育推進委員会を継

続して設置し、検定結果の効果的な活

用について検討・周知した。 

イングリッシュ・キャンプでは６～７

人の小集団に１人のALTを配置して

活動したことで、生徒一人ひとりが英

語を話す機会を十分に確保すること

ができた。３日間のプログラムをとお

して、積極に英語を話そうとする意欲

の向上につながった。 

日帰り体験型英語学習事業は、児

童・生徒７人程度の小集団に１人のイ

ングリッシュスピーカーがついて活動

したことで、児童・生徒一人ひとりが

英語を話す機会を得られ、様々な体

験型のプログラムを通して、積極的

に英語を話そうとする意欲や英語に

対する興味・関心の向上につながっ

た。 

大鳥中学校のイングリッシュ・

キャンプについては、引き続き八

ヶ岳林間学園での宿泊により実

施するほか、大鳥中学校以外の学

校に通う生徒を対象としためぐ

ろイングリッシュ・キャンプを人

材開発センター富士研修所での

宿泊により試行実施し、本格的な

拡大実施に向けた検討を行う。 

日帰り体験型英語学習事業に

ついて、小学校では引き続き全校

で実施し、実施学年を学校ごとに

第４～６学年のいずれかから選

択できるようにする。また、中学

校では実施時期を冬季（１月）に

変更し、第２学年を中心に希望者

を募り実施する。 

1－1－4 理科教育の充実  

理科に対する興味・関心を高め、科学的リテラシーを向上させるために、理科指導者研修を実施す

る。 

連番号 
４ 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

夏季休業期間中に実施した理科指

導者研修会（小学校中学年の部、高学

年の部、中学校の部の３部構成）では、

目黒区学力調査結果で課題があった

学習内容を中心に、実験等を含めた具

体的な内容を取り上げ、授業改善の推

進を図った。 

また、本研修に参加した理科指導者

は、研修後に自校において伝達研修を

実施することとし、研修に参加してい

ない教員に対し、研修内容の周知を図

った。 

区学力調査結果の分析を基に、研

修内容を設定したことにより、児

童・生徒の課題に合った効果的な指

導方法について研修を行うことが

できた。また、実技研修とすること

で、指導者自身も理科に対する興

味・関心を高めることができた。 

理科指導者研修の受講者アンケ

ートでは、いずれの部においても、

「講義内容はわかりやすかった」

「学校の日々の教育活動の中で、活

かすことのできる研修内容だった」

の回答が３.８点以上（４点満点）

であり、研修受講者にとって、分か

りやすく、児童・生徒への理科指導

に活かしやすい内容であったと捉

えている。 

令和５年度も令和４年度同様、

夏季休業期間中に理科指導者研

修会を実施する。研修内容につい

ては、問題解決的な授業改善につ

ながるよう、講師による模擬授業

等を含めたより実践的な研修を

行う。 

研修受講後は、研修に参加した

教員が自校において伝達研修を

実施することとする。 

また、校内での重大事故を未然

に防ぐ観点から、毒物・劇物管理

担当教員を対象に、「理科準備室

チェックシート」を活用した研修

も引き続き行う。 
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１－２ ＩＣＴを活用した教育の充実 

1－2－1 情報活用能力の育成  

発達段階に応じた児童・生徒の情報活用能力を計画的に育成するため、区共通の情報活用能力の

系統的な指導計画に基づく指導や情報モラル教育の充実を図る。 

連番号 
５ 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

各学校では、「目黒区 学習用情報

端末活用スキル ステップアップシ

ート」や「目黒区立小・中学校 情報

モラル教育モデルカリキュラム」に基

づき、道徳科や各教科等の指導を通し

て、発達段階に応じた情報活用能力の

系統的な指導計画に基づく指導や情

報モラル教育の推進に努めた。 

また、全教員に対しては、教育指導

課主催研修として、ｅラーニング全教

職員悉皆チェック研修やＩＣＴ活用

推進研修（初級・中級・上級スキルア

ップ）を実施し、ＩＣＴを活用した指

導力の向上を図った。 

児童・生徒の情報活用能力の育成

や情報モラル教育の推進等につい

て、ＩＣＴ活用推進委員会で事例共

有や協議を行い、ＩＣＴを活用した

教育の充実につながった。 

引き続き、児童・生徒の情報活

用能力の育成や情報モラル教育

の推進が図られるよう、教員向け

のＩＣＴ活用推進研修を実施す

るとともに、教育指導課訪問等の

機会を捉えて、各学校に指導・助

言していく。 

「目黒区 学習用情報端末活

用スキル ステップアップシー

ト」については、情報化を取り巻

く環境の変化や「情報活用能力 #

東京モデル」の改訂等に伴い、内

容の見直しを適宜図っていく。 

1－2－2 ＩＣＴ機器を活用した指導力の向上  

教員一人ひとりがＩＣＴの有効性を理解し、様々な学習場面に応じて、ＩＣＴを効果的に活用し

た指導ができるよう、区主催のＩＣＴ活用研修を実施するとともに、ＩＣＴ支援員やＧＩＧＡ支援

員を活用した校内研修の実施などを通して、授業の充実を図る。 

連番号 
６ 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

〈教員向けＩＣＴ活用研修〉 

 全教員が学習用情報端末の活用方

法、著作権、情報モラルについて理解

を深められるよう、学習用情報端末の

活用に係るｅラーニング全教職員悉

皆チェック研修を実施した。 

また、夏季休業日期間中は、個々の

教員のニーズに合わせた初級・中級・

上級の習熟度別研修を実施した。 

〈学校サポート体制〉 

ＧＩＧＡ支援員を週２回各学校に

派遣し、学習用情報端末の操作支援や

トラブル対応、学習用情報端末を利用

した授業へのサポートや研修の実施

など、学習用情報端末を最大限に活用

した教育が行えるよう支援を行った。 

また、小学校においては、ＧＩＧＡ

支援員に加え、区会計年度任用職員で

あるＩＣＴ支援員を２週間に１回派

遣し、校務支援等を行った。 

 学校における教育の情報化の実

態等に関する調査（文科省調査）で

は、 授業を担当している教員の

うち肯定的な回答をしている教員

の割合は、令和３年度と比べ、特

に、中学校において増加している

ことから、ＩＣＴ機器を活用した

指導力の向上が一定程度図られて

いると捉えている。 

〈教員向けＩＣＴ活用研修〉 

新規採用教員や他区市等から

の異動教員が、目黒区におけるＩ

ＣＴを活用した教育を理解した

上で、発達段階に応じたプログラ

ミング教育を実施できるよう、研

修内容の検討・実施していく。 

〈学校サポート体制〉 

令和５年度は、学習用情報端末

を導入してから３年目となり、Ｇ

ＩＧＡスクール構想に伴う各種

ツール・ソフト等の活用に係る支

援や授業支援が主な内容になる

ことから、週１回の定期支援に加

え、各学校からの要望に応じた巡

回支援を行う。 
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１－３ 現代的な諸課題に関する教科等横断的な教育の推進 

1－3－1 現代的な諸課題に関する教育の充実   

「現代的な諸課題に関する教科等横断的な教育推進資料」（「主権者教育」「ＥＳＤ」「食に関す

る教育」「キャリア教育」「消費者に関する教育」「伝統や文化に関する教育」「法に関する教育」

「性教育」等）を活用し、各教科等の内容と関連付けながら指導の充実を図る。 

連番号 
７ 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

令和２年度に作成した「現代的な諸

課題に関する教科等横断的な教育指

針資料」を活用し、各学校において現

代的な諸課題に関連させた年間指導

計画のもと、各教科等領域で、現代的

な諸課題に関する教育内容に触れな

がら指導を行った。 

全教員ｅラーニング研修において、

「主権者教育」「ＥＳＤ」を取り上げ、

内容の理解と指導の充実を図った。 

令和４年度教育課程委員会におい

て、ＥＳＤ全体計画（案）について協

議し、令和５年度計画の教育課程届提

出に当たっては、ＥＳＤ全体計画を各

学校から提出を求めた。 

各学校において、各教科等領域

で、現代的な諸課題に関する教育内

容に触れながら指導を行った。 

現代的な諸課題に関する教育の

うち、「主権者教育」「ＥＳＤ」に

ついてｅラーニング研修を実施し、

理解啓発を図ることができた。 

各学校が新たにＥＳＤ全体計画

を作成し、教科等横断的な視点で教

育内容を見直すことができた。 

引き続き、各学校が作成した現

代的な諸課題に関連させた年間

指導計画や各種全体計画に基づ

き、指導の充実を図る。 

令和５年度に小学校、令和６年

度に中学校の教科書採択がある

ことから、新たな教科書において

の現代的な諸課題に関する取り

上げ方も踏まえ、計画の見直しを

行っていく。 

 

１－４ 豊かな心の育成 

1－4－1 人権教育の推進  

学校・園において、人権教育の質的向上を図るため、目黒区人権教育推進校の取組の成果を実践報

告や授業公開を通じて、他校・園に普及・啓発する。 

性的指向及び性自認に基づく困難等の解消に向けた性の多様性を尊重する教育や、幼児・児童・生

徒を性犯罪の被害者、加害者、傍観者にしないための生命（いのち）の安全教育を充実させるため、

区独自の手引を作成・配付する。 

連番号 
８ 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

本区で重点的に取り組む人権課題

を「性自認」及び「性的指向」、「子

供」、「インターネットによる人権侵

害」の３点とし、「目黒区人権教育推

進校」の指定２年目となる学校（原町

小学校・緑ヶ丘小学校）では公開授業

及び事例報告会を行った。 

また、「目黒区人権教育推進校」と

して、新たに、菅刈小学校・大鳥中学

校（人権尊重教育推進校）を指定した。 

人権課題「子供」については、特に、

「生命（いのち）の安全教育」に重点

を置き、「目黒区版 生命（いのち）

の安全教育の手引き」の作成のほか、

指導内容例や実践例を、人権教育推進

委員会だより第３２号（人権教育推進

委員会令和５年３月）にまとめ、各学

校・園に周知した。 

「目黒区人権教育推進校」の事例

報告及び公開授業への参加を人権

教育研修として実施し、人権教育上

の課題について理解を深め、各学校

における人権教育の具体的な推進

の在り方について学ぶ機会となっ

た。 

令和５年度は、本区で重点的に

取り組む人権課題を「障害者」「外

国人」とし、人権教育推進校１年

目（中目黒小学校・五本木小学校）

の学校を中心に実践に取り組む。 

なお、目黒区人権教育推進校２

年目（菅刈小学校・大鳥中学校（人

権尊重教育推進校））の学校にお

いては、令和４年度と同様の人権

課題に係る公開授業等を実施す

る。 
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1－4－2 道徳教育の推進  

道徳教育の質的向上を図るため、道徳の授業を充実させ、その取組や成果を学校公開の日等に道

徳授業公開を通じて、保護者・地域に発信する。 

連番号 
９ 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

小学校においては、２２校中１２校

が参集型、３校が参集とオンラインの

ハイブリット型、７校がオンライン型

で実施した。中学校においては、全９

校が参集型での実施となったが、全

小・中学校において、道徳授業地区公

開講座を実施することができた。 

全小・中学校において、新型コロ

ナ感染症対策を講じつつ、道徳授業

地区公開講座を実施することがで

き、道徳教育の取組や成果を保護

者・地域に発信するとともに学校と

保護者・地域による意見交換会を行

うことができた。 

引き続き、全小・中学校におい

て、道徳の授業公開及び学校と保

護者・地域の意見交換会を含む道

徳授業地区公開講座を実施する。 

1－4－3 国際社会に対応する教育の推進  

小・中学校において、各教科、特別の教科 道徳、特別活動や総合的な学習の時間等を通して行わ

れる国際理解教育の中で、外国との交流活動や我が国の伝統文化に関する学習を推進する。 

帰国児童・生徒や外国籍の児童・生徒などを対象とした日本語指導の充実を図る。 

連番号 
10 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

＜児童生徒作品交流＞ 

・北京市城東区との書画賀状交換 

（新型コロナ感染症拡大の影響によ

り、連合展覧会での展示は中止） 

・ソウル市中浪区との書画賀状交換

（児童３１４人） 

・ジョージア州との絵画作品交流（２

８点を受領し、連合展覧会で展示。目

黒区からは３１点を送付） 

＜三区間交流＞ 

希望した中学生が北京市城東区及

びソウル市中浪区と動画による交流

を実施した。 

＜伝統・文化理解教育＞ 

能・狂言ワークショップ（全小学校

２２校）、和楽器体験ワークショップ

（小学校７校）、茶道体験教室（小学

校５校）、華道体験教室（小学校８校）

を実施した。 

児童生徒作品交流については、異

なる３か国と実施できていること

から計画的な異文化理解教育が継

続して実施できている。 

三区間交流については、新型コロ

ナ感染症の状況を踏まえて、動画に

よる交流となった。 

伝統・文化理解教育については、

体験を通して日本の伝統文化の礼

儀や作法を学び、おもてなしの心を

醸成する機会となったほか、伝統文

化のよさを感じ、文化を伝承しよう

とする態度を育成する機会となっ

た。 

児童生徒作品交流については、

引き続き３か国と実施していく。 

三区間交流については、各区紹

介動画の交換とオンラインによ

る交流を実施する。 

伝統・文化理解教育について

は、引き続き、能・狂言ワークシ

ョップを全小学校で実施する。和

楽器体験ワークショップ、茶道体

験教室、華道体験教室について

は、小学校が各学校の実態に応じ

て第４学年から第６学年のうち

いずれかの学年を選択し、体験教

室を実施する。 
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1－4－4 体験学習の充実 

自然宿泊体験教室や職場体験・ボランティア活動を行うことを通して、自然や生命を尊重する心

や他人への思いやりのある心をはぐくみ、主体的に進路を選択決定する態度や意欲を培うなど、豊

かな人間性や豊かに生きるための価値観を養う。 

連番号 
11 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

 新型コロナ感染症感染防止対策の

ため、小学校第４学年は代替の日帰り

事業を、小学校第６学年及び中学校第

１学年は日数を縮減（３泊→２泊）の

うえ実施した。 

興津自然学園及び八ヶ岳林間学園

を主な活動拠点とし、発達段階に合わ

せ、ハイキングや登山、ものづくり等

の体験活動、自然活動、施設見学の各

活動をバランスよく取り入れた学習

プログラムを各校で設定し実施した。 

また、友好都市である気仙沼市、金

沢市の小中学校と教育交流を行う学

校は、それぞれの都市を拠点に交流活

動等を含めたプログラムを実施した。 

感染防止対策による学園収容人

数の制限を踏まえた日程の設定、民

間施設等の活用、借上げバスの増台

等により当初の計画通りに全校で

自然宿泊体験教室を実施できた。ま

た、泊数を縮減する中であっても、

教職員からは、子どもたちの集中力

が持続し、メリハリのある体験活動

ができたとの声が多く寄せられ、効

果的な事業の実施が行えた。 

５類感染症移行後のポストコロ

ナにおける宿泊体験教室事業の在

り方の検討が課題となる。 

令和５年度については、移行期

として引き続き縮減のうえ実施

する。令和６年度以降について

は、この間の実績等を踏まえ、令

和５年度中に宿泊日数や宿泊施

設、教育課程との関連を考慮した

プログラム等について再整理を

行い、ポストコロナにおける望ま

しい自然宿泊体験教室の実施方

法を検討する。 

1－4－5 連合行事等の充実  

自他のよさを見付け合い、自己の成長を振り返り、積極的に自己を伸長しようとする態度を養う

ため、互いの運動や演奏を見合う連合行事を実施する。 

連番号 
12 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 見直し 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

＜連合音楽会＞ 

小学校第５学年は、新型コロナ感染

症の状況により中止とした。 

中学校第２学年は、パーシモンホー

ルにてマスク着用で合唱の発表を行

った。 

＜中学校連合体育大会（全生徒）＞ 

９月２９日、駒沢オリンピック記念

公園にて競技時間等の短縮、座席配置

の変更等の工夫をして、午前のみで実

施した。 

＜特別支援学級連合運動会＞ 

１０／２１（金）半日開催 

＜連合展覧会（全幼児・児童・生徒）＞ 

１月１８日～２月２日実施 

＜音楽鑑賞教室＞ 

中止 

＜演劇鑑賞教室＞ 

全小学校第６学年 動画視聴 

新型コロナ感染症への対策を講

じながら実施内容を工夫し、可能な

限り実施することで、児童・生徒の

交流対象の幅を広げ、体験的な活動

の充実を図ることができた。 

 

連合行事等の実施内容につい

ては、令和４年度に講じた感染症

対策や時間の短縮等の工夫によ

り実施した成果や課題を踏まえ

て、検討し、実施する。 
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１－５ 健やかな体の育成 

1－5－1 体力向上に向けた取組の推進  

幼稚園・こども園年長から中学校第３学年までの系統的な健康の保持増進及び体力向上を図るた

めに、「めぐろ ここカラダ月間」を設定し、「めぐろ ここカラダシート」等の活用の推進を図

る。 

連番号 
13 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

 令和２年度から全小・中学校、幼稚

園・こども園において年３回設定して

いる「めぐろ ここカラダ月間」では、

家庭とも連携を図りながら、子どもた

ち自身が「めぐろ ここカラダシート

（令和元年度作成）」を活用して運動

時間や生活習慣を振り返り、健康の保

持増進及び体力向上に努めた。 

令和４年度は、これらの取組に加

え、東京都教育委員会から「Tokyo ス

ポーツライフ推進指定地区」の指定を

受け、日本コオーディネーショントレ

ーニング協会と連携を図りながら体

力向上に係る取組を推進した。 

区立全幼稚園・こども園、小・中学

校における実技研修や、五本木小学

校、月光原小学校におけるコオーディ

ネーショントレーニング授業を実施

し、その成果を「『めぐろ ここカラ

ダシート』体力向上取組事例集」にま

とめ、共有を図ることで、体力向上に

係る取組の推進につなげた。 

五本木小学校、月光原小学校に

おける意識調査において、「運動が

好き」と肯定的な回答をした児童

は、コオーディネーショントレー

ニング授業の実施前は 65.8％であ

ったのに対し、実施後は 72.8％と、

７ポイント増加したことは、体力

向上に係る取組の成果であると捉

えている。 

令和５年度も「めぐろ ここカ

ラダシート」等の活用の推進や、

各校で設定している「一校一取

組」運動をはじめとした健康の保

持増進及び体力向上を図るため

の取組を、継続的に積み重ね、更

なる体力向上を目指す。 

 

1－5－2 健康教育の推進 

学校健康トレーナーを全小学校へ定期的に派遣するとともに、健康課題をもつ児童を対象に「め

ぐろ元気あっぷ教室」を開催し、課題の改善に取り組む。 

また、学校健康トレーナーによる健康相談、食育推進指導員による栄養相談、小児生活習慣病専

門医による講演・相談事業等を行う。 

連番号 
14 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

学校健康トレーナー６人を小学校

へ定期的に派遣し、肥満やぜん息、ア

レルギー、体力不足等の健康課題のあ

る児童の課題改善に向けて、運動支援

や運動観察などを行うとともに、教職

員と連携して、相談・指導（運動プロ

グラムや生活改善プログラムの提供

等）を実施した。 

「めぐろ元気あっぷ教室」を全１１

コースで、それぞれ年１２回実施し

た。 

参加者アンケートにより「子供

の様子に変化を感じた」回答割合

が 86％だった。新型コロナ感染症

対応で実施回数はコロナ禍前より

も縮小せざるを得なかったが、そ

うした状況下でも健康教育の推進

に向けて積極的に教職員との連携

を図り、学校健康トレーナーを定

期的に学校に派遣することで児童

の状況把握によりきめ細かな対応

を図ることができた。 

また、「めぐろ元気あっぷ教室」

全体の満足度は、「満足した」「や

や満足した」の合計で 99％と高い

評価を得ており、児童の健康課題

改善に向けて取り組むことができ

た。 

児童・保護者からの意見や要望

等を踏まえながら「めぐろ元気あ

っぷ教室」の内容の充実を図って

いく。 
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1－5－3 食育の推進 

「学校（園）における食育指針」に基づき、学校、園での食育の推進を図る。また、「学校・園に

おけるアレルギー疾患への対応の手引き」に基づき、食物アレルギーをもつ児童・生徒への安全な

学校給食の提供に取り組む。 

連番号 
15 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

「学校（園）における食育指針」に

基づき、地場産物を使用した料理、日

本の行事にちなんだ行事食や友好都

市を含めた郷土料理、世界の料理など

を献立に取り入れた。 

令和４年度から「学校・園における

アレルギー疾患への対応の手引き」の

運用を開始し、アレルギー対応に関す

る研修を実施した。 

地元産大根を使用した給食を全

校で実施するとともに、公費によ

る食材費の支給を行って世界の料

理や郷土料理を献立に取り入れる

特別給食を全校で年７回実施し、

学校給食を活用した食育を行うこ

とができた。 

研修により、アレルギー疾患に関

する知識を深めるとともに、栄養士

全体で情報を共有することができ

た。 

児童・生徒が身近な地域の自

然・食文化・産業等に関する理解

を深めるととも、伝統的な食文化

に親しみ、それを継承することの

大切さを理解するよう、日本の行

事にちなんだ行事食や友好都市

も含めた各地の郷土料理、国際理

解を深めるための世界の料理な

どを取り入れた給食を引き続き

実施していく。 

アレルギー疾患の対応に関す

る研修を引き続き実施し、安全な

学校給食の提供の取組を継続し

ていく。 
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【施策２】 学校の教育活動を支える環境整備の推進 

【施策２の方向性】 

２－１ いじめ防止等の対応の充実 

いじめはどこでも、誰にでも起こりうる問題であり、同時に重大な人権侵害であるとい 

う認識の下、「目黒区いじめ防止対策推進条例」「目黒区いじめ防止基本方針」に基づき、

いじめを許さない強い姿勢で、いじめの防止等の対策を総合的・効果的に推進する。 

また、新型コロナウイルス感染症に起因するいじめを防止するため、児童・生徒が感染症

に関する正しい知識を基に、適切な行動がとれるよう、発達段階に応じた指導の充実を図

る。 

２－２ 不登校等への対応の充実 

不登校の未然防止、幼児・児童・生徒の健全育成推進のため、様々な専門家、学習支援 

    教室「めぐろエミール」、関係機関、地域コミュニティと連携を図りながら、不登校等の

課題解決に向けて学校や保護者等への支援にあたる。 

２－３ 特別支援教育の推進 

心のバリアフリーの推進、一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導・支援の充実、保護 

者や関係機関等との連携による支援体制の充実等、「特別支援教育推進計画（第四次）」

に掲げる施策を総合的に推進し、特別支援教育のさらなる充実を図る。 

２－４ 学校のＩＣＴ環境整備の推進 

計画的かつ効果的に学校のＩＣＴ環境の改善及び維持・管理に取り組むとともに、児童・

生徒及び教職員が安全安心に学校でＩＣＴを活用するために情報セキュリティの向上を

図る。 

２－５ 就学前施設・小学校中学校間の連携・交流の強化 

幼稚園・こども園、保育園等と小学校、小学校と中学校の間の連携や交流を一層深め、 

校種間の円滑な接続を図る。 

２－６ 学校施設の計画的な更新及び機能改善 

老朽化した学校施設を計画的に更新し、既存施設については必要な機能改善を行うこと

で、児童・生徒の学習環境・生活環境の改善を図る。 

２－７ 区立中学校の適正規模・適正配置の推進 

区立中学校のさらなる魅力づくりに向けて、区立中学校の適正規模・適正配置を推進し、充実 

した学校教育環境を整備する。区立中学校統合方針「望ましい規模の区立中学校の実現を目指し

て」（令和３（２０２１）年１２月改定）に基づき、着実に取組を進める。 
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【施策２】 学校の教育活動を支える環境整備の推進 各実施事業の点検・評価結果 

 

２－１ いじめ防止等の対応の充実 

2－1－1 いじめへの組織的な対応の実施・充実  

「目黒区いじめ防止対策推進条例」「目黒区いじめ防止基本方針」に基づき、関係機関と連携しな

がら、いじめ防止等の対策を効果的に推進する。各学校では「学校いじめ防止基本方針」に沿って、

学校サポートチームを活用するなどし、保護者と連携を図りながら、いじめの未然防止・早期発見・

早期解決を図る。 

連番号 
16 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

目黒区いじめ問題対策連絡協議会は

年２回開催し、本区のいじめ防止の取

組やいじめの状況を共有するととも

に、関係機関との連携について共通理

解を図ることができた。また、目黒区

教育委員会いじめ問題対策委員会は、

年３回開催し、重大事態の対応につい

て協議することができた。 

令和４年度は、いじめを含む１人１

台の学習用情報端末に係るトラブル

防止の指導の徹底を図るため、目黒区

健全育成委員会において、「目黒区版 

学習用情報端末（タブレット）による

いじめ防止啓発資料」、「目黒区版 ス

トレス解消アイデア集」を作成した。 

目黒区教育委員会いじめ問題対

策委員会では、区立学校のいじめ

問題への取組や対応について協議

し、改善を図ることができた。 

各学校では、教員研修冊子「目黒

区立学校・園 いじめ問題対策」等

を活用し、年３回以上のいじめに関

する校内研修を実施するとともに、

「学校いじめ防止基本方針」に沿っ

て、いじめの状況把握を行い、保護

者への理解や協力を得ながら、いじ

めの早期発見・早期解決に努めるこ

とができた。 

令和５年度も引き続き、目黒区

いじめ問題対策連絡協議会を年

２回、目黒区教育委員会いじめ問

題対策委員会を年３回開催する。 

また、「目黒区版 学習用情報

端末（タブレット）によるいじめ

防止啓発資料」、「目黒区版 スト

レス解消アイデア集」の配付及び

研修等を通して、各学校における

いじめの未然防止、早期発見、早

期対応の取組を推進する。 

 

２－２ 不登校等への対応の充実 

2－2－1 不登校児童・生徒等の学習支援の充実 

学習支援教室「めぐろエミール」において、多様化・複雑化した要因による不登校児童・生徒の学

習支援を行うため、一人ひとりの学習上の困難さに応じた学習の個別指導・支援を行う。また、児

童・生徒一人ひとりのニーズに応じた不登校児童・生徒の居場所としての機能の充実を図る。 

連番号 
17 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

 学習支援教室「めぐろエミール」で

は、事前相談・見学・入級面談の流れ

の中で、一人ひとりに寄り添いながら

丁寧な対応を行い、令和４年度の通級

者数は１０７人となった。    

居場所を失った子どもたちの心の

オアシス的な役割を果たしているこ

とや、通級を通して、生活リズムを整

え、学習意欲を呼び起こし、自ら学び

に向かう力の育成に努めた。また、「学

び」の楽しさを体感させ、学習支援の

効果的な役割を進めるとともに、健康

レクリエーション室等を活用して、身

体を動かすこと、読書やカードゲーム

等を行うことなどで小集団での活動

も計画的に進めた。 

 

学習支援及び相談活動の充実を

図るため、子どもたちの実情に合わ

せて、簡易的な個室を作ったり、４

階の第３・４研修室や音楽室を活用

したりして、個別指導・対応を工夫

することで、感情のコントロールが

できるようになった児童・生徒が増

えた。 

 また、入級児童・生徒数の増加は、

教育相談・スクールソーシャルワー

カー等との連携の成果でもあるが、

継続した通級ができない子どもに

対する手立てを講じる必要がある。 

入級した児童・生徒の出席率の

改善に取り組む。 

スクールカウンセラー、スクー

ルソーシャルワーカー、教育相談

員及び保護者、学校、関係諸機関

との連携を効果的かつ有効活用

できる体制を再構築して、様々な

異なるケースにも柔軟に対応で

きる、よりきめ細かい連携強化を

図る。 

また児童・生徒一人ひとりの特

性に寄り添った指導・支援を行う

ため、特別支援教育の視点等、指

導員の能力向上を図るとともに、

デジタルドリル等による学習支

援の充実のため、指導員への学習

用情報端末の配置を進める。 
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2－2－2 教育相談体制の充実 

不登校の未然防止、幼児・児童・生徒の健全育成推進のため、スクールカウンセラーを全校・園へ

派遣する。スクールカウンセラーや教育相談員を活用し、電話や来室による教育相談機能の充実を

図る。 

連番号 
18 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

各小・中学校へのスクールカウンセ

ラーの派遣人数を維持し、各小・中学

校の児童生徒に対してきめ細かな支

援を行った。(スクールカウンセラー

数６３人） 

＜スクールカウンセラー＞ 

■幼稚園・こども園、小・中学校 

 延べ相談件数 ２６，６９０件 

＜夏の子ども電話相談＞ 

■開設期間 ８月２２日～２４日 

新型コロナ感染症の不安や学校

不適応などのある児童・生徒が増

加したため、教育相談・スクールカ

ウンセラーの相談件数は前年度よ

り増加した。 

学校評価については、５段階評

価で 4.15 となり前年度の 4.06 を

上回った。 

 

引き続き不登校等の未然防止、

問題行動の解決に向けた学校へ

の支援のため、スクールカウンセ

ラーの派遣を継続する。 

 

2－2－3 関係機関等との連携強化 

スクールソーシャルワーカー、教育相談員、スクールカウンセラー、学習支援教室「めぐろエミー

ル」や関係機関などと連携を図りながら、不登校等の諸課題の早期発見と対応を促進する。 

連番号 
19 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

スクールソーシャルワーカー４人

体制で、学校からの要請をもとに関係

機関（子ども家庭支援センター・児童

相談所・主任児童委員・発達支援事業

所・医療機関等）と広く連携し、学校

が保護者と円滑な関係を維持できる

よう、きめ細かな支援を行った。 

■支援対象児童・生徒数 ８５人 

■訪問等回数 １，９５７人 

４人体制の下、訪問や機関連携に

より、不登校児童・生徒の学校への

復帰（再登校・放課後登校等）・エ

ミール入級につなげることができ

た。学校と保護者の意思疎通の齟齬

を回避し、継続的なケース会議開催

等の工夫をした。 

スクールソーシャルワーカー

の派遣については、今後も継続す

る。   

家庭訪問等のアウトリーチや

機関連携の構築・ケースマネジメ

ント等スクールソーシャルワー

カーならではの役割を果たして

いき、困難事例や拒否的な支援対

象者への対応等への早期対応・課

題解決に努める。 

 

２－３ 特別支援教育の推進 

2－3－1 交流及び共同学習の充実 

教職員、児童・生徒、保護者・区民への特別支援教育に関する理解啓発を継続的に実施するととも

に、交流及び共同学習の充実、特別支援学校に在籍する児童・生徒との副籍交流の充実を図る。 

連番号 
20 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

第八中学校を交流及び共同学習重
点支援校とし、毎月１回、指導主事を
派遣して授業実施の支援を行った。
（令和４年６月～令和５年２月、各月
１回程度、計９回） 

令和３年度の鷹番小学校における
取組を、特別支援学級等設置校長会及
び特別支援学級・特別支援教室拠点校
主任会で成果発表を行い、交流及び共
同学習の理解啓発を行った。 

特別支援学校在籍の児童・生徒との
直接交流（小・中計８校）と間接交流
（小・中計１０校）を実施した。 

第八中学校において交流及び共
同学習に関する研修を積み重ねる
ことで、交流及び共同学習の意義や
交流及び共同学習支援員の役割な
どについて改めて確認するなど、教
職員への理解啓発につなげるごと
ができた。 
特別支援教育コーディネーター

連絡会や特別支援学級主任会で、副
籍交流の充実について啓発を図る
ことができた。 

第八中学校特別支援学級担任
が中心となって、「交流及び共同
学習」の研究の成果を他の特別支
援学級に普及していく取組を通
して、特別支援教育に関する理解
啓発を図るとともに「交流及び共
同学習」を推進する。 
今後も特別支援学校在籍の児

童・生徒との副籍交流に継続して
取り組んでいく。 
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2－3－2 特別支援教室事業の適切な運営 

東京都特別支援教育推進計画（第二期）・第一次実施計画に基づき、『特別支援教室の運営ガイド

ライン』（令和 3 年 3 月 東京都教育委員会）に沿った特別支援教室事業を運営する。 

連番号 
21 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

「特別支援教室の運営ガイドライ

ン」に基づき、特別支援教室利用支援

委員会において、発達障害又はその傾

向のある児童・生徒の入室の可否につ

いて適切に判定を行い、入室した児

童・生徒に対し、困難の改善又は克服

を図る「自立活動」の指導を行った。 

 また、対象となる児童・生徒に対し、

適切な目標を設定し指導を実施した。 

 

■特別支援教室利用支援委員会 

開催回数 

 小学校 ７回 

中学校 ４回 

特別支援教室利用支援委員会の

実施前に、医師及び心理の専門家に

よる審議対象となる児童・生徒の所

見をもらうことで、審議の効率化を

図った。 

 さらに、特別支援教育利用支援委

員会の審議において、個別に児童・

生徒の学校での状況を確認する必

要がある場合には、審議会場と学校

をオンライン方式で接続すること

で、教員が審議会場まで来る必要が

無くなり、学校の負担を軽減するこ

とができた。 

 

引き続き、「特別支援教室の運

営ガイドライン」に基づき、特別

支援教室の適切な運営、及び特別

支援教室入室等判定委員会の効

率的な運用に取り組んでいく。 

 

※令和５年度から「特別支援教

室利用支援委員会」は、「特別支

援教室入室等判定委員会」に名称

変更。 

2－3－3 保護者や関係機関との連携による支援体制の充実 

医療・教育・心理の専門家が幼稚園、こども園、保育園等を訪問し、教職員や保護者からの相談を

受け助言する小学校就学前ガイダンスを実施し、保護者や学校関係機関と連携した支援体制の充実

を図る。 

連番号 
22 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

区立幼稚園・こども園、私立幼稚園、

認可保育所・認証保育所を対象として

利用希望を取り、医師・心理・教育の

専門家が訪問して観察・面談・助言を

行った。 

＜小学校就学前ガイダンス実施状況＞ 

■実施時期 ６月～２月 

■実施園数 ４５園 

〔内訳〕 

区立幼稚園１園・こども園２園 

私立幼稚園５園 

公立保育園６園 

私立保育園３０園 

認証保育所１園 

■対象園児数 ９６人 

〔内訳〕３歳児１０人、４歳児３７人、

５歳児４９人 

■訪問回数 延べ６５回 

前年度と比較して、実施園数につ

いては減ったが、小学校就学前ガイ

ダンスの実施回数を１回増やし、専

門的な助言等を行った。 

引き続き、幅広く周知を図ると

ともに、利用する園・園児数の増

加に合わせ、実施回数を増加す

る。 
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２－４ 学校のＩＣＴ環境整備の推進 

2－4－1 学校のＩＣＴ環境整備 

教育用ＩＣＴ機器（指導者用ＰＣ、大型提示装置等）及び校内ネットワーク環境の整備に向けた準

備作業を実施する。 

連番号 
23 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

区立小・中学校で使用する教育用Ｉ

ＣＴ機器（指導者用ＰＣ、大型提示装

置等）及び校内ネットワーク更新につ

いて、小・中学校長を構成員に含めた

選定委員会を設置し、プロポーザル方

式による事業者選定を行った。 

令和４年度に予定していた準備

作業としての事業者の選定のほか、

令和５年度以降の機器更新及びネ

ットワークの更新に係る要件定義

に向けた事前調査作業も実施した。 

令和５年度は、実施計画に基づ

き、小学校１０校及び中学校５校

の機器入替及び校内ネットワー

クの更新を実施する。また、これ

と併せてインターネット回線の

見直しを行い、高速大容量化を図

る。 

2－4－2 校務系システムの改善 

現行の校務系システムの課題を整理し、次期システムへの更改に向けた検討を行う。 連番号 
24 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

小・中学校長や教諭を構成員とする

システム更改準備検討組織を設置し、

システムを活用した教員のテレワー

ク等について検討した上で、次期シス

テムの仕様等について関係所管と協

議し、システム設計費用を令和５年度

当初予算に計上した。 

次期システムの仕様検討に当た
っては、令和４年３月策定の「ＭＥ
ＧＵＲＯスマートスクール・アクシ
ョンプラン」に基づき、学校全体の
システム構成の最適化を進めるほ
か、令和５年２月改定の「目黒区立
学校・園における働き方改革実行プ
ログラム」との整合を図り、教員の
負担軽減の観点も含めて要件を整
理した。 

システム更改に向け、令和５年

度は小・中学校長を構成員に含め

た選定委員会を設置し、プロポー

ザル方式による事業者選定を行

う。 

 

２－５ 就学前施設・小学校中学校間の連携・交流の強化 

2－5－1 小学校・中学校間の連携・交流の充実  

児童・生徒の生きる力をはぐくむため、「小・中連携子ども育成プラン」に基づき、小・中学校が

連携した教育活動を進める。 

連番号 
25 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

小・中連携の日を全中学校区で年３

回以上設定し、授業公開や児童・生徒

同士の交流を実施した。 

また、中学校区で教員による進学に

当たっての連絡会、情報交換等を実施

し、小・中学校の連携を図った。 

小・中連携の取組の１つであるいじ

め問題を考えるめぐろ子ども会議に

ついては、新型コロナ感染症対策を講

じながら、代表学年の全児童・生徒が

参加した。 

新型コロナ感染症流行前と同様

に小学校・中学校間で連携・交流を

図ることができ、保護者にもその取

組の様子を学校だより等で情報発

信することができた。 

いじめ問題を考えるめぐろ子ど

も会議は、代表学年の児童・生徒全

員が参加し、同じ中学校区内の異学

年の児童・生徒が対面による意見交

換等を通して、いじめ問題について

考え、意見を述べることができた。 

引き続き、各中学校区の「小・

中連携子ども育成プラン」に基づ

き、小・中連携の日を年３回設定

し、児童・生徒同士、教員同士の

交流を行う。 

いじめ問題を考えるめぐろ子

ども会議については、令和５年度

も代表学年児童・生徒全員が参加

することとし、学習用情報端末を

効果的に活用しながら、全児童・

生徒が主体的に関われるように

する。 
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2－5－2 幼稚園、こども園等と小学校との円滑な接続  

５歳児が円滑に小学校生活や学習へ適応できるようにするため、「アプローチカリキュラム」及び

「スタートカリキュラム」を実施する。 

幼稚園・小学校を通した一体的な指導の実現に向け、小学校就学前施設の教職員と小学校教員と

の合同研修会を実施する。 

連番号 
26 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

小学校就学前教育研修を実施し、区

立幼稚園、各こども園、各小学校の教

諭及び私立保育園等の保育士等が受

講した。     

また区立幼稚園、こども園、小学校

において、「授業改善の手引き」を基

に、アプローチカリキュラム、スター

トカリキュラムを実施した。 

区立幼稚園・こども園と近隣小学校

とで、幼小連携の取組を行った。 

小学校就学前教育研修を実施

し、アプローチカリキュラム、スタ

ートカリキュラムの内容につい

て、参加者の理解を促すことがで

きた。 

「授業改善の手引」を基に、全小

学校、幼稚園、こども園においてア

プローチカリキュラム、スタート

カリキュラムを実施し、小学校第

１学年児童が円滑に学校生活を送

ることができるようにした。 

区立幼稚園・こども園と近隣小学

校とで実践したオンラインを含む

幼小連携の取組みを実践事例集と

してまとめ、各小学校・園に周知す

ることができた。 

国が進める幼保小架け橋プロ

グラムの実施に向け、継続して、

小学校就学前教育研修を実施す

る。 

 

２－６ 学校施設の計画的な更新及び機能改善 

2－6－1 学校施設の計画的な更新 

向原小学校の更新に向けて基本構想・基本設計等を行うとともに、統合する新設中学校の新校舎

建設に向けた調査等を行う。 

連番号 
27 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

令和４年４月以降、向原小学校新校

舎検討地域懇談会を全６回開催し、新

たな施設に求められる機能等につい

て意見交換を行った。基本構想を１２

月２７日に策定し、令和５年３月に目

黒区立向原小学校等複合施設基本設

計（素案）を作成した。 

統合中学校２校については、それぞ

れの設計事業者を公募型プロポーザ

ルで選定した。 

向原小学校については、当初の計

画のとおり設計作業を進めること

ができた。 

統合中学校２校については、公募

型プロポーザルにより優れた設計

事業者を選定することができた。 

今後も学校施設更新計画に沿

って、具体的な取組を進めてい

く。 

 向原小学校については、令和５

年度に基本設計を決定すると同

時に、プールの解体や仮設校舎の

建設を開始する。 

 統合中学校２校については、そ

れぞれの新校舎の設計作業を進

めるとともに、令和７年度の新校

開校に備え第七中学校及び第八

中学校の改修計画を進める。 
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2－6－2 学習・生活環境の改善 

学校及び地域避難所としての学習・生活環境の改善を図るため、校舎トイレについて内装、衛生

器具及び給排水管の改修などを行う（小学校４校、中学校１校）とともに、体育館（小学校１校）及

び校庭（小学校２校、中学校２校）のトイレを洋式化する。 

連番号 
28 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

<校舎トイレ環境改善> 

小学校４校と中学校１校のトイレ環

境改善工事を実施した。 

 ■実施校 

  菅刈小、中目黒小、油面小、大岡

山小、第十中 

<トイレ洋式化> 

小学校１校と中学校２校の校庭トイ

レ洋式化工事を実施した。 

 ■実施校 

  菅刈小、第十中、第十一中 

 トイレ環境改善の実施校におい

ては、児童・生徒が快適にトイレを

利用できるようになり、生活環境向

上につながった。 

 校庭トイレ洋式化の実施校にお

いては、教育環境だけでなく地域避

難所としての利便性も向上した。 

令和４年度で児童・生徒が主に

利用するトイレについての環境

改善工事は完了した。今後は、避

難所機能の充実を踏まえ、校庭ト

イレ等の洋式化を行う。 

なお、整備に当たっては、日常

生活に困難をかかえる児童・生徒

への合理的配慮や、性の多様性へ

の配慮を踏まえた使用方法やサ

インを検討する。 

 

２－７ 区立中学校の適正規模・適正配置の推進 

2－7－1 南部・西部地区の区立中学校の統合に向けた取組 

「第七中学校と第九中学校」、「第八中学校と第十一中学校」を統合することにより新設する中学

校２校の開校に向け、学校関係者・保護者・地域の方などによる協議組織を設置し、基本的な事項（学

校の位置、目指す学校像等）を協議する。また、協議組織等による協議・検討結果に基づいて、新設

中学校の基本的な事項を示した方針（統合新校整備方針）を策定する。 

連番号 
29 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

新設中学校２校の開校に向け、統合

対象校の学校関係者、保護者、地域の

方々等で構成する協議組織を設置し

て、学校の位置や目指す学校像等の基

本的な事項について協議し、協議組織

等による協議・検討結果に基づいて、

新設中学校の基本的な事項を示した方

針（「第七中学校・第九中学校の統合新

校整備方針」及び「第八中学校・第十一

中学校の統合新校整備方針」）を策定

した。 

協議組織の協議状況については、

統合新校推進協議会だより、ホーム

ページ、保護者連絡システム等、

様々な方法により情報発信を行っ

た。 

各整備方針策定に当たっては、保

護者や地域向けの説明会や統合対

象校に進学予定の小学生向けのワ

ークショップの実施や説明動画も

活用して、新設中学校開校に向けた

取組への理解、協力が得られるよう

説明し、多様な意見の聴取に努め

た。 

令和５年度は、校名の選定や教

育計画・施設計画の検討など、開

校に向けた取組を行う。 

 校名の選定に当たっては、生

徒、保護者や地域の意見を十分に

踏まえる必要があることから、公

募の方法、対象者の範囲及び選定

基準について、各統合新校推進協

議会で協議していく。 

校名の選定以外の開校に向け

た取組については、各検討組織に

おいて生徒、保護者、地域の方等

の意見を十分に聴きながら配慮

が必要な事項に留意して検討や

取組を進めていく。 
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【施策３】 学校内外の連携・分担による学校マネジメントの実現と子どもの安全・安心の確保 

【施策３の方向性】 

３－１ 「チーム学校」の機能強化・働き方改革の推進 

学校に求められる多様な機能に応じて教員以外の外部人材を有効に活用するとともに、学校

の教育機能のより一層の強化を図る。また、小学校における教科担任制等の推進や学校・園にお

ける働き方改革に積極的に取り組む。 

３－２ 高い専門性と指導力、協働性を備えた教員人材の育成 

教員としての資質・能力の向上を図るため、教員の職層や経験に応じた研修や専門性を高め

る研修、教育課題に対応した研修を意図的・計画的に実施するとともに、日常的に学び合う校内

研修や、主体的に行う研修を実施する。また、小学校における「４０分授業午前５時間制」を推進

し、創意工夫に富んだ魅力ある学校づくりを進める。 

３－３ 学校・家庭・地域全体で子どもたちの成長を支える体制の整備 

学校運営協議会の設置などを通じて、保護者や地域住民等が学校運営に参画し、相互に連携・

協働して魅力ある学校づくりを進めていく体制を整備する。また、関係機関との連携により、複

雑・多様化した課題に適切に対応していく。 

３－４ 子どもの安全教育の推進 

自らの安全を確保することのできる基礎的な資質・能力を、学校教育全体を通じて育成してい 

けるよう、子どもの防災教育や防犯教育のより一層の推進を図る。このほか、関係機関と連携した

防犯・防災にかかる教室の実施により、児童・生徒の健全育成の活性化及び充実を図る。 

３－５ 地域や関係機関との連携による安全対策の強化 

登下校時の事故や犯罪から子どもたちを守るため、学校が地域や関係機関と連携し、交通安

全・生活安全・災害安全の観点をもって危険を予知し、必要な対応策を講じる。また、地域ぐるみ

で子どもの安全対策のより一層の充実を図る。 

３－６ 学校・園における児童虐待の早期発見・早期対応の推進 

児童虐待防止法に基づき、対策を確実に実施するため、教職員研修を実施するとともに、関係 

機関との連携を密にして、「児童虐待防止マニュアル」を踏まえた児童虐待の早期発見・早期対応

を推進する。 

３－７ 「新しい生活様式」下における持続的な学校・園運営の実現 

幼児・児童・生徒の学びを止めず、各学校・園が教育課程を実施していくために、「新しい生活 

様式」下での適切な感染症対策や熱中症対策を講じる。 
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【施策３】 学校内外の連携・分担による学校マネジメントの実現と子どもの安全・安心の確保 

 各実施事業の点検・評価結果 

３－１ 「チーム学校」の機能強化・働き方改革の推進 

3－1－1 学校を支える人員体制の充実  

教員や副校長の業務負担軽減のため、実態に応じた専門スタッフの配置や国庫補助を活用したス

クール・サポート・スタッフの全校配置に加え、東京都の補助事業を活用した副校長補佐の配置を

継続する。 

連番号 
30 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

スクール・サポート・スタッフや副校

長補佐等を全小・中学校に配置し、教

員や副校長の業務負担軽減を図った。 

＜配置状況＞ 

■スクール・サポート・スタッフ 

 全小・中学校 

■副校長事務補助員 

 小学校２校（大規模校） 

■副校長補佐 

 副校長事務補助員配置校を除く全

小・中学校 

引き続き、全小・中学校にスクー

ル・サポート・スタッフを配置して、教

員の負担を軽減した。 

副校長の業務負担軽減について

は、小学校２校（大規模校）に、副校

長事務補助員を配置したほか、全

小・中学校（副校長事務補助員配置

校を除く）への副校長補佐の配置を

実現し、副校長の負担軽減を図っ

た。 

各学校が児童・生徒への指導や

教材研究等に注力できるよう、引き

続き、全小・中学校に、スクール・サ

ポート・スタッフ及び副校長補佐等を

配置し、より効果的な活用を図る。 

3－1－2 小学校における教科担任制等の推進  
児童の学力向上と、複数の教員による多面的な児童理解を促すため、教員の教科指導における専

門性を生かした教科担任制や交換授業等の推進を図る。 

連番号 
31 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

「目黒区立小学校教科担任制（目黒

区教育委員会事務局教育指導課（令和

３年１２月））」を参考に、各学校の

実態に応じて、教科担任制や交換授業

等を実施した。 

教員の欠員が生じている学校に

おいては、年度当初に予定していた

通りの実施が難しい状況であった。 

引き続き、各学校の実態に応じ

て、教科担任制や交換授業等を工

夫して実施する。 

3－1－3 部活動支援の充実 
活力ある部活動の実現に向け、校長による管理・監督の下で教育課程と関連させながら、生徒が

自らの適性や興味・関心を伸ばすための指導を充実するため、部活動指導員等を配置するとともに、

専門家等によるコーチングやスポーツメンタル等の研修等を実施し、指導者の資質や指導技術の向

上を図る。 

連番号 
32 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

部活動指導教員の負担軽減や活動

内容充実等のため、学校要望を受け、

部活動指導員２６人、外部指導員８３

人を配置した。 

外部指導者を対象とした研修とし

て、「児童・生徒ごとの特性を理解し

た肯定的な指導」をテーマに、インタ

ーネット映像視聴方式にて実施した。 

また、保護者の経済的負担を軽減す

るため、児童・生徒が大会へ参加する

際の大会参加費及び交通費等の補助

を行った。 

前年度と比べて部活動指導員、外

部指導員ともに９人の配置人数が

増え、教員の負担軽減及び活動内容

の充実に寄与した。 

外部指導者への研修については、

インターネット映像視聴方式に変

更したことにより、参加率が

80.6％（前年度 60.7％）に上昇し、

また、アンケートの提出もインター

ネット上で行える方法を取り入れ、

受講者からは概ね好評であった。 

外部指導者の人材確保につい

ては、今後、人材バンク等の制度

も活用し、学校が人材を探す段階

からの支援を行い、更なる教員の

負担軽減及び活動内容の充実を

検討していく。また、今後の持続

可能な部活動の在り方について、

地域移行も含めた調査・研究を行

う。 

研修の実施については、話し合

いを行える場が欲しい等の理由

から対面方式での講義再開を希

望する意見も見受けられ、今後は

映像視聴方式・対面方式の両方の

開催について検討していく。 
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3－1－4 学校・園における働き方改革の推進 

働き方改革を喫緊の課題と捉え、幼稚園・こども園から中学校までの子どもたちと教職員の生き生

きとした学校生活や教育活動につながるよう、時間創出のための環境改善と勤務時間を意識した働

き方を推進する。 

連番号 
33 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

平成３１年３月に策定した「目黒区

立学校・園における働き方改革実行プ

ログラム」（以下「実行プログラム」

という。）を、社会状況の変化に対応

し、働き方改革をさらに加速させるた

め、令和５年２月に改定し、新たに４

つの取組の方向性と２７の具体的取

組を定めた。また、今回から学校・園

において実施する具体的取組を盛り

込んだ。 

教職員の現場の声を具体的取組

に反映させるため、教職員アンケー

トやインタビュー調査を実施し、実

態把握に努めた。 

また、改定した実行プログラムに

ついては、読みやすいレイアウトに

努めるとともに、働き方改革の意義

や目的、取組への理解・協力を得る

ため、保護者連絡システムによる情

報発信のほか、ポスター掲示により

周知を行った。 

改定した実行プログラムに定

めた具体的取組について、教育委

員会各課で連携・協力を図り、学

校・園からの意見を聞きながら、

着実に進める。 

また、策定当時は進捗管理及び

検証が十分に行えなかったため、

令和５年度分から当該点検・評価

を活用し、具体的取組及び時間外

在校等時間の状況について、毎年

公表を行う。 

 

 

３－２ 高い専門性と指導力、協働性を備えた教員人材の育成 

3－2－1 本区の特色を生かした教育課程の編成・実施 

二期制・夏季休業の短縮を実施する中で教育活動を充実させるとともに、小学校「４０分授業午

前５時間制」の検証を通して、創意工夫に富んだ魅力ある学校づくりの推進を図る。 

連番号 
34 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 拡充 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

児童の学びや生活の質の向上を図

るため、学校教育法施行規則第５１

条の規定によらず、１単位時間を４

０分とし、午前５時間制の実施を通

して、創意工夫ある教育課程、各教科

等の指導方法、適切な授業時数の在

り方について研究開発（４年目）を行

った。 

令和４年度は、研究開発学校の日

に、４０分授業午前５時間制実施校

全校（１５校）が事前研究発表会を行

い、他校の創意工夫ある教育課程や

授業改善等について学び合う機会と

した。 

１単位時間を４０分（４０分×

１０１５コマ）としても創意工夫

ある教育課程の編成・実現により

学力は維持できている。また、４０

分授業午前５時間制の実施で生み

出した時間の活用により、児童の

学びの質と生活の質の向上及び教

員の働き方改革の推進につながっ

ている。 

令和５年度は、学校主催の研究

発表会を１０月１３日（１校）、 

１１月１日（９校）に開催する。ま

た、区教育委員会主催の研究発表

会を、１１月２日に開催し、４０分

授業午前５時間制を生かした創意

工夫ある教育課程の提言を全国に

発信していく。 

また、令和６年度以降も４０分

授業午前５時間制実施校を増やし

ていく。 
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3－2－2 学校評価の実施・活用  

各学校・園において、児童・生徒、保護者、地域の方々、教職員による学校評価アンケートの結

果を踏まえ、自己評価及び学校関係者評価を実施し、学校・園運営の改善・充実を図る。 

連番号 
35 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

各学校・園は、学校・園評価アンケ

ート結果を基に自己評価を行い、学

校・園評価委員会の委員の意見を踏ま

え、令和５年度の教育課程編成に生か

すことができた。 

なお、学校評価アンケートについ

て、令和３年度は試行実施として、校

長の判断によりアンケートフォーム

を活用した学校があったが、課題とし

て、保護者・地域向けのデジタルアン

ケートを実施するシステムの変更と

取扱規定の整理等が挙げられ、課題の

解決に一定程度の時間を要すること

から、令和４年度は、一旦、全校・園、

紙面での実施とした。 

全体的な特徴として、小・中学校

ともに保護者と児童・生徒は、「十

分達成」と「ほぼ達成」を合わせた

肯定的評価が高い状況を維持でき

ている。 

特に、「小・中連携教育」につい

て、令和４年度は、中学校保護者、

小・中学校教員の肯定的な回答が

最高値となるなど、一定の改善が

図られたが、保護者の「判断できな

い・分からない」と回答した割合

は、他の項目と比べて高いことか

ら、引き続き、情報発信を工夫する

よう、各学校に周知していく。 

 各学校・園が、学校・園評価ア

ンケート結果を即座に集計し、改

善策を検討できるよう、令和５年

度は校長会と連携を図りながら

教育課程委員会で実施方法を検

討し、デジタル化を試行的に実施

する。 

3－2－3 職層や教育課題等に応じた研修の充実  

教員の資質・能力の向上を図るために、「主体的・対話的で深い学び」の視点に基づく授業改善

やＩＣＴ機器の活用に関する研修など今日的な教育課題を取り入れた研修を実施する。また、教員

の多忙化に配慮しながら研修の在り方の改善を図る。 

連番号 
36 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

１年次（初任者）研修（４回）と中

堅教諭等資質向上研修Ⅰ（４回）、主

任教諭研修（１回）、主幹教諭任用時

研修（２回）、ＩＣＴ活用推進研修（上

級）（1 回）、いじめ問題を考えるめ

ぐろ子ども会議担当者研修（１回）に

おいて、オンライン研修やｅラーニン

グと集合型研修を組み合わせたブレ

ンド型研修を実施することを通して、

教員が学校を離れる時間を縮減した。 

区学力調査の結果に基づき、授業改

善を推進する理科指導者研修を新設

して実施した。 

幼小連携を一層推進するために、

「授業改善の手引き～アプローチカ

リキュラム・スタートカリキュラム編

～」を改訂した。 

講義は所属校でｅラーニングや

オンラインにより受講し、協議や

演習は集合型研修で受講するブレ

ンド型研修を進めることで、研修

にかかる出張時間を短縮すること

ができた。 

また、全教員に貸与した学習用

情報端末に研修資料を保存するこ

とで、教員が、いつでもどこでも必

要な資料を閲覧できるようにし

て、利便性を高めた。 

令和３年度に作成した「～学習

集団を意識した授業づくり～目黒

区授業改善の手引～学力調査編

～」を、区主催研修等で活用した。 

働き方改革実行プログラムに

基づき、学校から離れる時間を最

小限に抑えるとともに、教員のメ

ンタルヘルスや各職層に求めら

れる人材育成の資質・能力の向上

を図る研修を着実に実施する。 

また、作成した「授業改善の手

引き～アプローチカリキュラム・

スタートカリキュラム編～」を令

和５年度の小学校就学前教育研

修において活用し、区立保育園、

私立保育園、私立幼稚園とも共有

して、幼小連携の取組を充実でき

るようにする。 
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3－2－4 教員表彰制度の実施  

授業力が優れた教員の表彰制度を生かし、その優れた指導技術を若手教員等へ継承し、高い授業

力をもつ教員の育成を図る。 

連番号 
37 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

１年次（初任者）研修や３年次研修

において、授業スペシャリストを講師

とした研修を実施することで、授業づ

くりや指導技術を若手教員などへ継

承し、教員の授業力向上に貢献するこ

とができた。 

令和４年度は、選考委員会の選考を

経て、授業スペシャリスト（小学校国

語科：１人）として認定した。 

授業スペシャリストを講師とし

た研修の実施に加え、冊子「授業改

善の手引き～評価・評定編～」の各

教科ページにおいて原稿執筆等を

行うなど、本区の授業力向上に資

する役割を担うことができた。 

指導教諭制度と授業スペシャ

リスト表彰制度の活用について

整理し、今後の授業スペシャリス

ト活用について、周知方法等も含

め検討する。 

 

３－３ 学校・家庭・地域全体で子どもたちの成長を支える体制の整備 

3－3－1 放課後フリークラブ事業の推進 

放課後や休日等における子どもの安全・安心な居場所の確保のため、小学校で実施している「ラン

ドセルひろば」のより効果的、効率的な実施に努めるとともに、「子ども教室」の実施小学校区の拡

大及び教室内容の充実を図る。また、放課後子ども総合プランによる「ランランひろば」について、

放課後子ども対策課と協力・連携していく。 

連番号 
38 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 拡充 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

＜ランドセルひろば事業＞ 

効果的・効率的な運営のため、管理

運営員の資質の向上を目指して、研修

を実施した。また、利用者のケガ等を

補償するための傷害保険加入を継続

して実施した。 

放課後子ども総合プランでは、放課

後子ども対策課と連携し、ランランひ

ろばへ移行する対象校のランドセル

ひろば管理運営員及び子ども教室委

託団体へ事業等の説明を行った。 

■実施校数   小学校９校 

（ランランひろば実施校数１３校） 

■延べ実施日数 １，３１３日 

■延べ参加児童数   

       ８６，６５７人 

＜子ども教室事業＞ 

めぐろ区報、チラシ及びパネル展示

等により、事業の周知を行った。また、

団体関係者の資質の向上を目指して、

研修を実施した。 

未実施校の学校関係者等に幅広く

声掛けを行い、子ども教室開設につい

て協力を依頼した。 

■実施団体数   １７小学校区 

■延べ実施回数  １，００１回 

■延べ参加人数 １３，７６２人 

 

＜ランドセルひろば事業＞ 

ランドセルひろば管理運営員の

研修を実施し、円滑な運営の一助

とした。また、傷害保険加入を継続

して実施し、安心・安全なランドセ

ルひろばの運営を行った。 

＜子ども教室事業＞ 

めぐろ区報等により、子ども教

室事業を幅広く周知することがで

きた。 

未実施校の関係者等に声掛けを

実施したところ、田道小学校区で

子ども教室を開設できた。 

 

＜ランドセルひろば事業＞ 

放課後子ども総合プランにお

ける「ランランひろば」への移行

に向けて、放課後子ども対策課と

協力して取り組む。また、子ども

たちが安心・安全に遊ぶことがで

きる居場所づくりのため、管理運

営員の研修等を継続する。 

＜子ども教室事業＞ 

放課後子ども総合プランの進

捗を踏まえ、子ども教室の全小学

校区実施に向けて関係者への働

きかけを継続する。また、子ども

教室委託団体の意向を確認しつ

つ、教室内容の充実に向けて引き

続き検討する。 

子ども教室事業について区民

に幅広く理解してもらうため、区

のホームページ及び事業を紹介

するチラシについて、各実施団体

の様子や実施状況等がより深く

理解できる内容になるよう工夫

していく。 
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3－3－2 地域全体で子どもたちの成長を支える体制の構築に向けた取組 

平成２０年度から２３年度にかけて実施したモデル事例の検証結果や国・都の施策等を踏まえつ

つ、学校運営協議会等の設置に向けて、検討を進める。検討に当たっては、検討組織を立ち上げると

ともに、検討組織を通じて、設置に向けた考え方や進め方を取りまとめる。 

連番号 
39 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

校・園長を構成員に含めた検討組織

「学校運営協議会設置検討会」を設置

し、３回開催した検討会では、文部科

学省から派遣されたコミュニティ・ス

クール等の知見と経験を有するＣＳ

マイスターによる講義を受け、意見交

換等を行った。 

また、学校運営協議会を設置してい

る先行自治体の学校を訪問し、実際の

会議の見学や校長等から会議運営の

留意事項について助言を受けるなど、

より実践的な情報収集を行った。 

校・園長やＣＳマイスターの意

見等のほか、先行自治体の視察な

どから、設置に向けた情報共有と

一定の課題整理ができた。 

また、地域全体で子どもたちの

学びや成長を支えていくために

は、多様な人材をはじめとする地

域の力を活用できるよう、多くの

地域住民等の参画を得ることや地

域学校協働本部との役割を整理し

たうえで、学校の負担軽減に資す

る取組とすることが重要であると

認識した。 

検討会での議論や先行自治体

の実践事例などを踏まえ、保護者

や地域の理解と協力を得ながら、

学校での教育活動の充実や負担

軽減に資する取組となるよう、地

域学校協働活動との一体的な実

施も視野に入れて、持続可能な学

校を支える仕組みの構築に向け

て、引き続き具体的な検討を行

い、今後の進め方や設置に向けた

スケジュールを決定していく。 

 

３－４ 子どもの安全教育の推進 

3－4－1 安全教育の推進 

児童・生徒の安全への意識の向上に向け、保護者・地域の協力による地域安全マップの作成（小学

校）を行うとともに、交通安全教室や教職員及び中学生を対象とした普通救命講習会を実施するほ

か、小１防犯教育プログラムを実施し、生活安全対策の充実を図る。 

連番号 
40 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

＜地域安全マップ＞ 
学校の周りの危険な場所と安全な場
所を知るために、全区立小学校で地域
安全マップを作成・活用した。 
【実施状況】 
■第３学年～第５学年 ２２校 
＜小１防犯プログラム＞ 
連れ去り、性犯罪被害などから自分自
身を守る力を身に付けるため、全区立
小学校第１学年で、小１防犯プログラ
ムを実施した。 
＜普通救命講習＞ 
■教職員の普通救命講習 

新規講習  １１１人 
再講習    １９人 
合計    １３０人 

■中学生の普通救命講習 
普通救命講習会  ６校 
応急救護講習会  １校 
救命救急法講習会 １校（学校授業
対応） 
未実施      １校 

■保護者向け応急救護講習会 
 ２校 

＜地域安全マップ＞ 
事故や犯罪が起こりやすい場所

について考えることで、児童の地
域安全に対する理解が深まり、よ
り安全な道を選ぶなど、危機回避
能力が向上した。また、地域を実際
に歩くことにより、地域への関心
が高まった。 
＜小１防犯プログラム＞ 
４月から７月に実施したこと

で、小学校入学後早期に防犯意識
を高めることができた。 
＜普通救命講習＞ 

中学生の普通救命講習会は、第
３学年を対象に３月実施予定の学
校が多く、指導する消防署と日程
調整がつかずに未実施となる可能
性がある。このため、中学校長会
で、受講学年及び実施時期の変更
を依頼した結果、令和４年度は、２
校が第２学年を対象に３月以外の
月に講習会を実施した。 

また、令和５年度の実施に向け
て、消防署との日程調整の不調を
防ぐため、例年より早く、中学校へ
通知をして早期の調整を促した。 

＜地域安全マップ＞ 

 引き続き、保護者や地域の方々

と協力しながら地域安全マップづ

くりを行い、犯罪被害防止能力の

向上を図る。 

＜小 1 防犯プログラム＞ 

引き続き、小学校入学後早期に

実施し、生活安全対策の充実を図

る。 
＜普通救命講習＞ 

中学生が講習会で心肺蘇生法の
習得、ＡＥＤの操作技能を得るこ
とは、生命の大切さを学ぶほか防
災力向上も期待されることから、
生徒が卒業するまでに受講する機
会を確実に確保するため、第１、
２学年の受講と実施時期の前倒し
を検討するように、引き続き学校
に働きかけていく。   

また、講習会の実施に当たり、
消防署と密に連携をとり、適宜、
情報共有などを行っていく。 
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3－4－2 防災教育の充実  

自ら主体的に行動ができる能力をはぐくむため、学校防災マニュアルに基づく実践的な避難訓練

を実施する。また、「防災ノート～災害と安全～」や「東京マイ・タイムライン」を活用したり、

地域の防災訓練と連携したりするなど防災教育を引き続き実施する。 

連番号 
41 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

全小・中学校では、地震、火災、気

象災害等の様々な災害を想定した避

難訓練を実施した。 

また、小学校２校、中学校１校がジ

ュニア防災検定に取り組み、家族と防

災について話し合う機会や、防災につ

いて正しい知識を身に付ける機会に

つながった。 

＜実施状況＞ 

■避難訓練の実施 

 全小・中学校 年１１回以上 

■ジュニア防災検定の実施 

 小学校 ２校 

 中学校 １校 

各学校では、防災教育デジタル

教材「防災ノート～災害と安全

～」、「東京マイ・タイムライン」

を活用し、児童・生徒が、災害、風

水害からの避難に必要な知識を習

得できるよう、指導している。ま

た、安全指導と関連付けながら、

様々な発災場面を想定した実践的

な訓練を計画的に実施できてい

る。 

外部機関と連携した防災教育に

ついては、新型コロナ感染症対策

を講じながら、可能な限り実施す

ることができた。 

今後も、児童・生徒が危険を予測

し、回避する能力を育成できるよ

う、各学校の発達段階を踏まえた

防災教育を充実させていく必要が

ある。 

災害の危険性を知り、災害時に

とるべき行動と知識を身に付け

られるよう、引き続き、学校防災

マニュアルに基づく実践的な避

難訓練を計画的に実施する。   

ジュニア防災検定については、

五本木小学校、目黒中央中学校で

継続して実施する。 

 

３－５ 地域や関係機関との連携による安全対策の強化 

3－5－1 防犯・防災等の情報共有 

保護者連絡システムを用いて、教育委員会から不審者情報など子どもの安全に関する緊急情報の

配信、学校・園から自然災害発生時の学校対応の連絡など、保護者にとって有用な活用を図り、児童・

生徒の安全・安心を確保する。 

連番号 
42 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

不審者情報等の配信により保護者

の注意を喚起することで、児童・生徒

の安全確保に寄与した。各校からの配

信も、全校配信、学年配信を使い分け

て、それぞれ必要な情報配信に行っ

た。 

なお、令和４年度より不審者情報等

の発信は、従来のメールによる発信か

ら保護者連絡システムを活用した運

用に変更した。 

 

〈令和４年度不審者情報配信実績〉 

２３件 

〈保護者連絡システム登録率〉 

  ９６．０２％（令和５年２月末） 

警視庁の情報を基に、保護者連

絡システムを活用し、適宜、保護者

あてに不審者情報等を配信した。 

また、熱中症警戒アラート発表

に伴う注意喚起など、子どもの安

全に関する緊急情報の配信を行う

とともに、警察署など関係機関と

の情報共有に努めた。 

 

保護者連絡システムは、導入

後、安定的に運用され、保護者も

日常的に使用するため、不審者情

報等の配信などを目にしやすい

という同システムの利点を、引続

き活かしていく。 

また、警察署をはじめとした関

係機関との連携を深めつつ、今後

も継続して情報配信を行うこと

で、事件・事故の未然防止に努め、

児童・生徒の安全確保を図る。 
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3－5－2 地域の協力による安全ネットワークの充実 

子どもたちが犯罪や事故などによる身の危険を感じたときに緊急避難できる場として推進してい

る「こども１１０番の家」については、引き続き学校、ＰＴＡ等との連携・協力を進めるとともに、

協力家庭等の増加を図る。 

連番号 
43 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

家庭、商店や事業所などの「こども

１１０番の家」の協力家庭を区内全域

に確保し、地域と協力して子どもたち

の安全を守る一助として取り組んだ。 

現時点の全登録家庭に、プレートの

確認を呼びかけ、汚損・劣化がある場

合は新しいものと交換した。 

また、各区立小・中学校には、新学

年進級時に保護者に対し「こども１１

０番の家」について概要のチラシを配

布した。なお、めぐろ区報、区ホーム

ページのほか、教育施策説明会（後期）

においても事業の取組について幅広

く周知した。 

■協力家庭登録数 

１，７９４軒 

（令和５年３月３１日現在） 

改めてプレートを確認し、交換

してもらうことで、「こども１１０

番の家」プレートを掲げているお

宅や商店がよく目立ち、不審者が

近寄りにくい環境を作り出し「地

域の抑止力」としての効果があっ

た。 

汚損・劣化したプレートの交換

を促すため、返信用封筒をつけ、呼

びかけたところ、高齢者世帯の増

加に伴う辞退の申し出が多く、協

力家庭数は減る結果となった。 

 

「こども１１０番の家」につい

ては、めぐろ区報、区ホームペー

ジを利用して事業を周知してい

くとともに、学校、 ＰＴＡ等に協

力を呼びかけて、引き続き事業の

周知及び協力家庭の増加を図っ

ていく。 

また、店舗や区の施設等にも

「こども１１０番の家」協力の働

きかけを継続して行う。 

3－5－3 通学路の安全確保 

小学校通学路の危険箇所を学校に調査依頼し、報告箇所については、道路管理者や警察など関係機

関が必要な対策を講じていく。また、学校・ＰＴＡ、地域住民と関係機関との合同で通学路の点検を

実施する。 

連番号 
44 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

全小学校で通学路の危険箇所点検

（以下「点検」という。）を実施し、

教育委員会で点検結果を取りまとめ、

各関係機関と調整して現地確認を行っ

た。各関係機関に、危険箇所の状況に

応じた必要な対策や対応の検討を要請

するとともに、対応結果を集計しホー

ムページで公表した。 

また、一部の学校ではＰＴＡが主催

となり、道路管理者や警察署など関係

機関と合同で点検を実施した。 

（令和４年度実績） 

■危険箇所 ３７６箇所 

 （内訳） 

新規 １５５箇所 

  昨年度からの継続 １２１箇所 

■対策必要件数 ３４８件 

 （関係機関別内訳） 

  学校 ８４件 

  区道路管理者 １１０件 

  国・都道路管理者 ２３件 

  警察署 ８６件 

  区・その他 ４５件 

■合同点検実施校 ５校 

 油面、五本木、田道、上目黒、東根 

 通学路や防犯カメラの設置図を

学校、警察と共有することで、点検

をより効果的なものとするととも

に、ホームページで点検結果や完

了済の対応結果を更新するなど、

適宜、保護者や地域に経過を周知

発信した。 

また、令和３年度の千葉県八街

市の事故発生を契機として実施し

た合同点検で対策が必要とされた

項目について、全項目（５０件）

の対応が完了した。 

ＰＴＡ主催の合同点検は、道路

管理者や警察署などの関係機関と

連携することで、より効率的、効果

的な点検や対応の検討を期待でき

るが、一部の小学校のみの実施に

留まっていることが課題である。 

引続き点検を実施するととも

に、ホームページで点検や対応の

結果を、保護者や地域に適宜周知

発信していく。 

また、ＰＴＡ主催の合同点検未

実施校に実施を働きかけるととも

に、通園・通学路等の交通安全対

策検討会などを活用して、道路管

理者や警察署など関係機関との情

報共有や連携強化を図っていく。 



34 

３－６ 学校・園における児童虐待の早期発見・早期対応の推進 

3－6－1 児童虐待の早期発見・早期対応の徹底に向けた取組の強化  

「児童虐待防止マニュアル」に基づく対応を全教職員に徹底するとともに、学校と子ども家庭支

援センター等との情報共有及び連携の強化を図る。また、教職員の児童虐待防止への意識を高め、

児童虐待防止に関する各学校の取組の充実に向けた研修を実施する。 

連番号 
45 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

児童虐待に関するｅラーニングに

よる全教員悉皆研修（「人権課題」、

「虐待防止」）や教育相談初級研修「虐

待・ネグレクトへの対応」を実施する

ことで、教職員の虐待防止に対する意

識を高めることができた。 

教育相談初級研修では、「虐待・

ネグレクトを受けている子どもの

理解と支援～学校(園)での対応の

ヒント」をテーマに講義・演習を行

い、児童虐待防止に関する学校で

の取組の徹底に向けた研修の充実

を図ることができた。   

虐待が疑われる事案の発生に対

しては、速やかに子ども家庭支援

センターと連携したり、学校へ連

携を促す助言を行ったりすること

ができた。 

児童虐待防止に関する全教員

悉皆研修を継続し、教職員の児童

虐待防止への意識を高めるとと

もに、学校の取組みの充実を図っ

ていく。 

継続して、長期休業明けの児童

等の出席状況や、７日連続欠席や

累計１３日以上の欠席の状況把

握等を随時行い、虐待が疑われる

児童等の早期発見・早期対応を行

う。 

また、行政進行管理会議での情

報共有等、児童相談所や子ども家

庭支援センターまためぐろ学校

サポートセンターのスクールカ

ウンセラーやスクールソーシャ

ルワーカー等との連携をさらに

強化し、対応していく。 

 

３－７ 「新しい生活様式」下における持続的な学校・園運営の実現 

3－7－1 感染症対策の実施  

「目黒区立学校・園 新型コロナウイルス感染症対策マニュアル」に基づき、各学校・園におけ

る感染症予防策の徹底を図る。 

連番号 
46 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 終了 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

「目黒区立学校・園 新型コロナウ

イル感染症対策マニュアル」を令和４

年４月１日（Ver.5）、令和４年８月２

６日（Ver.6）の２回改訂した。 

教育活動を継続していくという基本

的な考えの下、感染症対策を講じた上

でのマスク着用についての考え方や出

席停止の扱いについて、国や都の通知

をもとに周知した。 

「目黒区立学校・園 新型コロ

ナウイルス感染症対策マニュア

ル」に基づき、感染症予防策の徹底

を図り、教育活動を継続させるこ

とができた。 

令和５年５月８日以降、新型コ

ロナウイル感染症法上の５類感

染症に移行となることに伴い、各

学校・園には、換気等の日常的な

対策を基本とすることを通知し、

引き続き実施する。 

なお、移行後は、文部科学省の

「学校における新型コロナウイ

ルス感染症に関する衛生管理マ

ニュアル」に沿った対応を行うこ

ととし、「目黒区立学校・園 新

型コロナウイルス感染症対策マ

ニュアル」は廃止する。 
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3－7－2 熱中症対策の実施 

「目黒区立学校・園 熱中症対策ガイドライン」に基づき、各学校・園における熱中症予防策の

徹底を図る。 

連番号 
47 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

学校・園の管理下において熱中症事

故の発生を未然に防ぐためには、教職

員が的確に判断し、円滑な対応が必要

です。教職員の役割を明確にし、園児・

児童・生徒の安全を確保する体制を確

立するため、令和４年６月に「目黒区

立学校・園 熱中症対策ガイドライン」

を作成した。 

熱中症対策用テントを整備し、令和

２年度から体育的行事において活用し

ている。 

また、環境庁・気象庁が、熱中症警

戒アラートを発表した際に、保護者連

絡システムにより、各学校・園・保護

者等に周知をした。 

〈令和４年度実績〉９件 

 

 熱中症ガイドラインの周知と併

せて、熱中症予防について注意を

促した。 

 春と秋の体育的行事の際には、

熱中症対策用テントを各校に運搬

し利用した。 

 また、保護者連絡システムを活

用し、熱中症警戒アラートが発表

された際に、適宜、その内容を各学

校・園・保護者等に周知した。 

体育的行事におけるテントの

運搬等、引き続き適切な熱中症対

策を行っていく。 

熱中症の危険性が極めて高い

暑熱環境が予測される場合に、暑

さへの「気づき」を与え、熱中症

予防行動を効果的に促すため、令

和５年度も引き続き、熱中症警戒

アラートの周知を実施する。 
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【施策４】 生涯学習の充実 

【施策４の方向性】 

４－１ 生き生きと学び合える生涯学習事業の充実 

区内及び近隣地域の教育機関の専門性を生かした生涯学習講座の実施など、区民の関心や

意欲に応える生涯学習事業に取り組むとともに、誰もが、いつでも、どこでも講座や団体等の情

報を得られるように、様々な媒体を使った情報提供をさらに充実していく。 

４－２ 青少年健全育成事業の実施 

青少年が地域社会を担う一員となるよう、自立性と社会性を身に付けるための体験機会や情

報リテラシー教育等の学習機会の提供を進める。 

また、青少年の健全育成を担う団体の主体性を尊重しながら、場の提供や指導者の派遣等の

支援を行う。 

４－３ 家庭教育を支援する事業の実施 

子どもの生活習慣の習得や自立心の育成など、すべての教育の出発点である家庭教育が保

護者の自覚と責任によって行われるよう、家庭教育講座などを引き続き行うとともに、様々な機

会・資源を活用し、より幅広く積極的な支援を進める。 

４－４ 文化財を活用した啓発・普及事業の実施 

区内の歴史的建築物や埋蔵文化財を調査・記録して、貴重な文化財を将来にわたって保存・

継承していく。 

また、文化財や歴史資料を活用した企画展の開催などを通じ、文化財への理解を深め、保護

への啓発を行う。 

４－５ 図書館サービスの充実 

重点テーマを定めた図書資料の計画的な収集、地域の課題や特定のテーマに関連した展示に

より、区民ニーズに沿った的確な資料提供を行うとともに電子書籍貸出サービス（めぐろ電子図

書館）と地域資料のデジタル化による非来館型サービスの充実を図る。また、図書館利用に障害

のある方々一人ひとりの状況に応じた障害者サービスの提供、子どもたちの読書活動の推進と

学習活動の支援について取組を進める。 
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【施策４】 生涯学習の充実 各実施事業の点検・評価結果 

 

４－１ 生き生きと学び合える生涯学習事業の充実 

4－1－1 大学等教育機関の専門性を生かした事業の実施 

現在実施している区内及び近隣教育機関との連携・協力を進め、ニーズに沿った企画を実施すると

ともに、ＩＣＴを活用した講座も取り入れながら、区民の生涯学習の機会拡大を図る。 

連番号 
48 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

これまで連携してきた、計６教育

機関と専門性を生かした連携講座を

実施した。 

■筑波大学附属駒場中学校・高等学校 

 １講座 参加者３４人 

■東京工業大学 

 １講座 参加者２５人 

■東京大学 

 １講座 参加者１９人 

■放送大学 

 １講座 参加者５８人 

（オンライン４５人、モニター会場１３人） 

■東京音楽大学   

 １講座 参加者７６人 

■東京医療保健大学 

 １講座 参加者３６人 

（オンライン２７人、対面９人） 

 令和３年度に引き続き、コロナ

禍における取組として、一部の講

座ではオンラインを活用して実施

し、オンライン参加者は令和３年

度の３２人から、令和４年度は７

２人へ増加した。 

 また、３つの講座で定員を超え

る申込があり、当初設定した定員

より多くの参加者を受入れた。  

 目標であった令和３年度の合計

参加者数からの増加に至らなかっ

た原因としては、各教育機関とも

講座の開催が１回に留まったこと

や、当日の欠席者が一定数あった

ことが上げられる。 

 

引き続き、区内及び近隣地域の

教育機関との連携・協力を進め、

区民ニーズを捉えながら専門性

を生かした連携講座を実施する。 

また、教育機関によっては２講

座の開催を検討し、オンラインの

活用も行いながら、生涯学習の機

会拡大を図る。 

 

４－２ 青少年健全育成事業の実施 

4－2－1 青少年の健全育成を支援する事業の実施 

青少年を対象として、自然体験や生活・文化体験の機会を提供する。また、少年団体の育成と地域

の青少年リーダーの育成を図るための支援事業を実施する。 

連番号 
49 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

＜社会教育講座＞ 

青少年を対象として「児童理科クラ

ブ（１２回、参加者３６人）」「実験

クラブ（１２回、参加者１８人）」な

ど、計１０講座（回数７６回、参加者

１９６人）を実施した。 

＜リ－ダー育成支援事業等＞ 

 班長ジュニアリーダー研修会、子ど

も会交流会、ボーイスカウトフェステ

ィバル、青少年社会貢献表彰、角田市

青少年民間交流支援事業、角田市派遣

事業再開に向けた研修の計６事業を

支援した。 

 

＜社会教育講座＞ 

 青少年を対象とした社会教育講

座は、新型コロナ感染症の感染拡

大防止のため、内容の見直しなど

を行い、実施した。 

＜リーダー育成支援事業等＞ 

新型コロナ感染症の感染拡大防止

のため、班長ジュニアリーダー研

修会の宿泊研修を日帰り研修に変

更し実施したが、概ね予定どおり

支援した。 

国内交流事業（角田市小学生派

遣・受け入れ）及び自然体験事業

（中学生の自然体験ツアー）は中

止したが、再開に向けた研修とし

て角田市への現地訪問調査事業を

支援した。 

 青少年のニーズに合った講座

や事業となっているか、参加者の

意向を確認しながら、内容が充実

するよう見直す。また、青少年の

主体的な活動に結びつくような

内容を講座や事業に取り入れて

行く。コロナ禍で中止や縮小して

いた事業の再開等の方法を工夫

しながら進めていく。 
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４－３ 家庭教育を支援する事業の実施 

4－3－1 家庭の教育力向上に向けた学習機会等の提供 

家庭教育の自主性を尊重しつつ、家庭教育に関する学習機会の提供を行い、子どもの生活習慣の習

得や自立心の育成に向けて、より効果的な支援に向けた検討を進める。 

連番号 
50 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

＜委託家庭教育講座＞ 

各区立小・中学校に家庭教育講座

を委託し、１９校が実施した。（対面

式７校、オンライン形式１２校） 

■参加者計９９４人 

 

＜社会教育講座＞ 

「笑顔で子育て井戸端会議～２歳か

ら４歳のこころの育ちと大人のかか

わり～」講座（全２回参加者延べ２６

人）など計４講座（７回、参加者計１

３９人）を実施した。 

 

＜委託家庭教講座＞ 

少しずつ活動を再開するＰＴＡ

が増えてきたが、新型コロナ感染

症のために委託家庭教育講座を実

施しなかったＰＴＡでは、ＰＴＡ

内で十分な引継ぎができていない

ため、丁寧に説明し、相談に応じる

ようにした。 

各ＰＴＡでは、オンラインと対

面を併用したり、いつでも視聴が

可能なオンデマンド配信を行った

りするなど工夫をし、参加しやす

かったという意見も多く聞かれ

た。 

＜社会教育講座＞ 

４講座中３講座で参加者同士が

意見交換を行うグループワークを

取り入れた、活発な意見効果が行

われた。１講座からは団体が結成

され、継続学習へとつながった。 

 

 家庭の教育力向上に向けた学

習機会等の提供においては、その

当事者であるＰＴＡ自らが企画

運営する委託家庭教育講座が大

きな成果をあげていると考えら

れる。オンラインやいつでも視聴

が可能なオンデマンド配信を行

うことで参加しやすかったとい

うＰＴＡも複数あったことから、

令和５年度もオンラインでの学

習を可能とする。 

社会教育講座は、グループワー

クの希望も多く、参加者同士の仲

間づくりのきっかけとなること

から、今後も可能な範囲でグルー

プワークを取り入れていく。 

 

４－４ 文化財を活用した啓発・普及事業の実施 

4－4－1 歴史的建造物、遺跡調査の実施 

文化財として価値のある歴史的建築物の調査、埋蔵文化財保護のための試掘調査を実施し、めぐろ

の歴史と文化を記録保存する。 

連番号 
51 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

＜歴史的建築物調査＞ 

一定の価値が認められる歴史的建

築物が解体等により減少しているこ

とから、記録保存のための歴史的建築

物個別調査を１件実施した。 

＜埋蔵文化財調査＞ 

建築及び開発行為により破壊され

る可能性のある遺跡を保護するため

に存否を確認した。 

■実施状況 

立会調査     ６５件 

試掘調査      ５件 

本格調査      ５件 

＜歴史的建築物調査＞ 

令和４年度は歴史的建築物個別

調査を１件実施し、貴重な建造物

の記録を保存することができた。 

＜埋蔵文化財調査＞ 

建築及び開発行為により破壊さ

れる可能性のある遺跡の存否を事

前に把握することにより、予定さ

れている建築計画に影響を与えな

いように保護対策を講ずることが

できた。 

＜歴史的建築物調査＞ 

今後も価値のある建築物につ

いて、計画的かつ効率的な記録保

存を実施していく。 

＜埋蔵文化財調査＞ 

建築計画等に伴い失われてし

まう遺跡の存否を確認し、記録を

保存するために必要な調査を実

施していく。 
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4－4－2 めぐろ歴史資料館企画展等の実施 

伝統的な技術を継承し、現在でも名工として語り継がれている目黒区ゆかりの人物に焦点を当て、

その業績を紹介する企画展をはじめ、講座等を実施し、目黒の歴史の理解を促す。 

連番号 
52 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

常設展示のほか、企画展示等を３回

実施した。 

春季企画展 「目黒区区制施行９０

周年記念展－目黒９０年の面影－」、

秋季特別展「目黒の名工－千代鶴是秀

×小宮又兵衛×髙山一之－」及び、冬

季企画展「昔のくらしと道具展－ひや

す・あたためる－」を実施した。 

また、関連事業として、秋季企画展

では展示説明会を４回、秋季特別展で

は講演会を１回、冬季企画展では「昔

の冷蔵庫を使ってみよう」及び「いろ

いろな湯たんぽに触れてみよう」を各

３回実施した。 

展示のほかに、令和３年度まで

新型コロナ感染拡大防止措置とし

て実施していなかった、夏季休業

期間中の児童を対象としたワーク

ショップ（勾玉づくり）を再開し、

多くの参加者があった。 

また、同様の理由で実施してい

なかった、小学校第３学年の社会

科の授業に合わせた展示である冬

季企画展における学校団体見学に

ついても１３校の利用があった。 

来館者に対し、わかりやすく、

また、関心を引くような展示及び

関連事業の実施を心がける。 

秋季に実施する「目黒の教育

150 周年記念展（仮称）」は、目黒

に小学校が設置されてから今日

までどのように歩んできたのか、

その足跡に注目した展示を行う

予定であり、郷土に対する愛着を

より深めることにつなげられる

よう努めていく。 

 

４－５ 図書館サービスの充実 

4－5－1 図書館資料の充実と的確な資料提供 

知・文化の拠点として、資料収集の重点テーマを定め、指定寄付金（ふるさと納税）を活用しなが

ら図書館資料の充実を図る。また、これらの資料（蔵書）を活用し、地域の課題や特定のテーマに関

連した展示により区民ニーズに沿った的確な資料提供を行う。 

連番号 
53 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

図書館資料費の増額分で、地図（２

３区・各国）、グラフィックデザイン、

ファッション、音楽、工業分野を中心

とした技術、英米文学、児童本などの

図書資料を約３，５００冊購入した。 

また、指定寄付金の活用により児童

書・子育て支援関連資料を約２，８３

０冊購入した。 

さらに、各館で毎月コーナーを設け

て、テーマ展示を１４６回実施した。 

図書館資料費の増額分につい

て、複数年度に渡る資料収集の重

点テーマを定めた執行計画に基づ

き、選書・購入を行った。指定寄付

金についても、区民ニーズに沿っ

たテーマを年度毎に定め、選書・購

入を行った。 

また、各館のテーマ展示では、月

毎に地域の課題や特定のテーマを

定め、関連する図書資料を展示・提

供することで、利用者の興味や知

識を深める機会を提供した。 

令和２年度の目黒区世論調査

では、図書館に期待するサービス

のうち、図書館資料の充実が最も

高い割合となっており、継続的に

図書館資料の充実と資料提供を

図っていく必要がある。 
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4－5－2 電子書籍貸出サービスの充実 

新しい生活様式に対応した非来館型サービスとして導入した電子書籍貸出サービス（めぐろ電子図

書館）について、計画的なコンテンツの充実と地域資料のデジタル化を推進する。 

連番号 
54 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

電子書籍（有料コンテンツ）を語

学、朝読、ＳＤＧｓ、レジャー、脳

トレ・パズル、絵本などのテーマに

基づき、約８４０点購入した。 

また、地図を中心とした地域資料 

１０点のデジタル化を行い、めぐろ電

子図書館で公開した。 

電子書籍の購入は、昨今の世界

情勢等による価格上昇のため購入

目標には達しなかったが、分野ご

とのコンテンツ数や貸出回数等の

統計・分析をもとに、テーマ設定や

選書を行うことで、特定の分野に

偏ることなく、利用者のニーズに

沿った資料構成に努めた。 

また、総務省地域情報化アドバ

イザー派遣制度を活用し、デジタ

ルアーカイブの専門家による研修

を実施した。講師助言に基づき、劣

化の恐れのある地域資料１０点の

デジタル化を実施した。 

引き続き電子図書館の利用状

況の統計・分析に基づいたコンテ

ンツの充実及び地域資料のデジ

タル化を進めていく。 

また、子どもの読書活動の支援

として、学校など関係所管との連

携や電子書籍の活用について検

討を行う。 

4－5－3 障害者サービスの充実 

障害などにより図書館利用に支障のある方向けの資料（録音・点字図書、マルチメディア資料など）

の提供、対面朗読、来館困難者に対する資料配送などのサービスを行う。また、録音図書作成などの

ボランティアである障害者サービス協力員の育成などによりサービスの充実を図る。 

連番号 
55 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

区立小学校２２校、中学校９校（と

もに特別支援学級を含む）に、マルチ

メディア資料の紹介を行った。 

音訳者養成レベルアップ講習（障害

者サービス協力員）を３回開催し、協

力員の育成を行った。 

 なお、録音図書・録音雑誌（ＣＤを

１タイトル、デイジーを２２タイト

ル）、マルチメディアデイジー図書（４

９タイトル）点字図書等(２０タイト

ル)、さわる絵本(１点)の受け入れを

行った。 

区立小・中学校に、マルチメディ

ア資料の紹介及び貸出を行うこと

で、活字による読書が困難な児童

並びに生徒等の読書活動を推進し

た。 

音訳者養成講習（障害者サービ

ス協力員募集）は当初の開催予定

回数を下回ったが、障害者サービ

ス協力員の育成及び音訳活動の推

進を行った。 

区立小・中学校に、マルチメデ

ィア資料の紹介及び貸出を行う

ことで、活字による読書が困難な

児童並びに生徒等の読書活動の

推進を図る。 

障害者サービス協力員に対し

研修等を行うことで同協力員の

育成を継続して行っていく。 

図書館障害者サービスの周知

について、広報課と連携し区報に

録音図書等の貸し出し等障害者

サービスの情報を掲載する。 
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4－5－4 子ども読書活動の推進及び学習活動の支援 
学校への図書資料の団体貸出、夏季休業期間の調べ学習支援、ワークショップやフォローアップ研

修による読み聞かせボランティアの育成等を行い、子どもの読書活動の推進及び学習活動の支援につ
いての取組を進める。 

また、国及び都の第四次子供読書活動の推進計画やコロナ禍による社会変化等を踏まえて、「目黒

区子ども読書活動推進のための方針」の改定の準備を行う。 

連番号 
56 

令和４年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

〈実績・取組状況〉 〈評価理由・成果/工夫/課題〉 〈今後の方向性・課題への対応等〉 

■小・中学校等への団体貸出 

・登録団体    ４６３団体 

・貸出点数 ２６，００８点 

■おはなし会（各図書館開催） 

・各館合計  １４５回 

・参加者延べ ７０４人 

■読み聞かせボランティア育成 

・フォローアップ研修 

（令和２年の新規ボランティア研修

を受けた方を対象） 

開催回数   ２回 

参加者延べ １６人 

・ブラッシュアップ研修 

（既存のボランティアグループを対

象） 

開催回数   ２回 

参加者延べ ３０人 

■夏季休暇期間の各小・中学校の調べ

学習の支援として、調べ学習用ワーク

シートを作成し、図書館ホームページ

上に子どもの調べ学習用おすすめリ

スト等とともに掲載した。 

■「目黒区子ども読書活動推進のため

の方針」について、国及び都の第四次

計画を踏まえ、他自治体の動向を注視

しながら改定の検討を行った。 

 

４年度は、新型コロナ感染症の

感染拡大により中止していたおは

なし会及び読み聞かせボランティ

ア研修について、参加者数の制限、

手指消毒、マスク着用の徹底、会場

の換気、使用機材の消毒等基本的

な感染防止対策をとりながら再開

した。 

しかし、新型コロナオミクロン

株による感染拡大状況により、乳

幼児を対象とした赤ちゃんおはな

し会は中止とした。 

引き続き、読書を通じて子ども

が豊かな感性を身につけられる

よう、また、各図書館で実施する

おはなし会等を通じ、子どもが本

と出合う機会の提供を図るとと

もに、小・中学校図書館担当教諭

や図書館支援員と連携を図りな

がら、学校の読書活動の支援を行

う。 

 目黒区子ども読書活動推進の

ための方針については、令和５年

３月に改定した目黒区立図書館

基本方針等を踏まえ、具体的な推

進計画を含めて検討を行ってい

く。 
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第４ 点検・評価に関する学識経験者からの意見 

 

◆生形 章（秀明大学学校教師学部 教授） 

 

令和５年度目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（令和４

年度分）について、事前に提出された関連資料と各課長のヒアリングを踏まえて、学識経験者の立

場から目黒区教育行政運営方針を基に、以下のとおり意見を述べる。 

 

１ 効果的・効率的な施策の推進について 

各課で立案した施策については、運営方針にある通り『計画(Ｐｌａｎ)、実施(Ｄｏ)、評価(Ｃｈ

ｅｃｋ)、改善（Ａｃｔｉｏｎ）のマネジメント・サイクルにより各施策を効果的・効率的に推進す

る』必要がある。その際大切なのは、評価(Ｃｈｅｃｋ)の客観性と信頼性を高めることである。評

価基準「Ａ」「Ｂ」の根拠を質問したが、施策の進捗状況や成果を示す指標Ａ・Ｂ・Ｃの「判断基

準」に、各課の統一性があまり感じられず、各課で共通理解が十分でないと感じた。ただ、ヒアリ

ングにおいて、「職員は数値目標の達成度に基づきＣ評価を行ったものがあったが、職員の職務遂

行の様子等を聞き取り、課長として総合的にＢと判断した」という発言があった。これはとても重

要な事だと思う。数値目標や指標だけを判断基準にした評価では、次の改善（Ａｃｔｉｏｎ）につ

ながらない。評価することが目的ではなく、評価を基にどのように改善していくかを課内でよく話

すことが重要である。次年度以降に向け、どのような指標を用いて評価するのか、課長はその評価

に職員の職務遂行過程を加味するなどしてＡ・Ｂ・Ｃをどう付けるのか等の「判断基準」を明確化

して、本ヒアリングを施策の改善に活かす道筋（マネジメント・サイクル）ついても、教育委員会

として統一した基準を確立していただきたい。 

 

２ 創意工夫を凝らした教育行政の展開について 

 「４５時間以上を超える教員をゼロにする働き方改革の推進」「体験学習のプログラム等につい 

て再整理」「公費による特別給食」「性の多様性の配慮を踏まえたトイレの使用方法やサインの検 

討」など、運営方針にある『ポストコロナ期を見据えた「新しい生活様式」を踏まえ、中長期的視 

点に立ちながら積極的に創意工夫に務めて』いることを、各課の様々な施策から強く感じた。 

 現在、多くの学校ではコロナ禍後の学校行事の在り方等を模索しているが、単に「コロナ禍以前の 

姿に戻す」のではなく、本当に必要なものを回復させるという精査が大切だと思う。また、対面授業 

とオンライン授業のハイブリット化をコロナ禍後も進めている学校がある。教育委員会各課の施策 

についても、コロナ禍で学んだことを活かすような施策、子供たちの１０年後、２０年後を見据え 

た施策をぜひ推進していただきたい。 

 

３ 未来を担う子供たちの健やかな成長のために 

「令和の日本型教育」が提言された中央教育審議会答申（令和 3 年 1 月）の中に「日本型学校教

育が、世界に誇るべき成果を挙げることができたのは、(中略)子供のためであればと頑張る教師の

献身的な努力によるものである。教育は人なりと言われるように、我が国の将来を担う子供たちの

教育は教師にかかっている。」と述べられている。しかし今、教員を目指す人材の「質」と「量」

が課題になっている。学校はもちろん努力しなければならないが、各小・中学校の教師を色々な面

から支えている教育委員会の「これまで以上の支援」施策がなければ、課題解決は困難だと思う。   

運営方針にある『未来を担う子供たちの健やかな成長のために、学校・保護者・地域・関係機関

等の役割に応じた連携・協力関係』を目黒区教育委員会が中心となり、これからも力強く推進して

いただきたい。 
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◆邑上 裕子（前明星大学教育学部教育学科 客員教授） 

 

令和５年度目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（令和４

年度分）について、事前に提出された関連資料と各課長のヒアリングを踏まえて、学識経験者の立

場から以下のとおり、意見を述べる。 

 

１ 施策１ 【知・徳・体を総合的に捉えた資質・能力の育成】に関連した事項 

◯新学習指導要領完全実施を踏まえ、区独自の学力調査の実施、ICT を活用した教育の充実など、幅

広い事業が展開されている。都や全国の学力調査が変わる中、時代に合わせた形態も視野に入れて

いるという点や、ニーズに合わせた ICT 支援員の活用など、さらに推進するよう期待する。１・６ 

◯「学校・園におけるアレルギー疾患への対応」について、区の手引をもとに、アレルギーに関す

る知識を深めるとともに、栄養士全体での情報共有は今後も継続してほしい。特にヒヤリハット事

例など、栄養士が保護者向けに周知しているとのことだが、担任への情報提供の徹底も願う。15 

 

２ 施策２ 【学校の教育活動を支える環境整備の推進】に関連した事項 

◯「幼稚園、こども園等と小学校との円滑な接続」について、「アプローチカリキュラム」及び

「スタートカリキュラム」の取り組みの成果は実施園数からも認められる。一方、本来の連携は、

互いのよさを共有することであり、幼稚園、こども園の豊かな教育を小学校、ひいては中学校にも

繋げる視野をもっていただきたい。関係者だけではなく区としての広報のあり方も求められる。26 

◯「学習・生活環境」の改善として、トイレの洋式化が完了したことに引き続き、避難所機能の充

実を目指している方向性は理解できる。さらに、日常生活に困難を抱える児童・生徒や合理的配

慮、性の多様性の対応を、果敢に進めていただきたい。28 

◯「新設中学校開校に向けた取り組み」として、「生徒が参加して統合を進めていく」というコン

セプトに注目する。魅力ある学校づくりに当事者である子供たちを参加させる取り組みは、未来の

地域の担い手を育てることでもある。目黒区全体を地域として、丁寧な説明を進めてほしい。29 

 

３ 施策３ 【学校内外の連携・分担による学校マネジメントの実現と子どもの安全・安心の確保】 に関連した事項 

◯「学校・園における働き方改革の推進」について、環境改善と勤務時間を意識した働き方を推進

する方向は正しいが、教員の多忙感とやりがいのバランスを取ることも大事だと考える。それに

は、教育委員会各課の連携が必要であり、取り組みの情報発信をするばかりでなく、学校現場の努

力や成果を大いに価値付けていくことであると考える。33 

 

４ 施策４ 【生涯学習の充実】に関連した事項 

◯「大学等教育機関の専門性を生かした事業の実施」について、人生 100 年時代と言われる現在、

生涯学習の必要性はさらに高まっている。知的好奇心を高める講座、シリーズの講座の開設、オン

ラインの併用による参加者層の拡大を今後も進めていただきたい。48 

◯「子ども読書活動の推進及び学習活動の支援」について、新学習指導要領では「考える力の育

成」を重点にしていることから読書の果たす役割は大きい。読み聞かせボランティア育成研修、調

べ学習のためのワークシート作成など、独自の取り組みの成果が見られる。教育指導課との連携を

強化し、学校で学ぶ単元に関わる参考図書、電子書籍のサービスを是非推進していただきたい。56
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令和４年度 教育行政運営方針 

 

第１ 策定の趣旨 

本方針は、教育を取り巻く状況の変化を踏まえ、「学び合い成長し合えるまち」の実現を図るため、目

黒区教育委員会の教育目標及び基本方針に即しながら、令和４年度の施策に取り組む際の基本姿勢

やその方向性を示すものである。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響、国や都の教育施策の動向を踏まえ、的確かつ柔軟な対応に

努めるとともに、区の長期計画及び目黒区教育に関する大綱並びに令和４年度行財政運営基本方針

等との整合を図りつつ、めぐろ学校教育プランをはじめとした教育委員会で定める各種計画に掲げる

事業を着実に推進することを主眼とするものである。 

 

第２ 教育行政運営の基本姿勢 

１ 学校・保護者・地域・関係機関等との連携・協力 

未来を担う子どもたちの健やかな成長のために、学校・保護者・地域・関係機関等のそれぞれの役

割に応じた連携・協力関係を推進し、教育活動の一層の充実を図る。 

２ 創意工夫を凝らした教育行政の展開 

活力ある教育行政を推進するため、施策の立案と実施に当たっては、ポストコロナ期を見据えた

「新しい生活様式」を踏まえ、中長期的視点に立ちながら積極的に創意工夫に努める。 

３ 区民への積極的な情報の発信 

事業の実施に当たっては、保護者や地域をはじめ区民の理解・協力を得るため、事業についての

趣旨や到達度等の説明責任を果たしながら、適時適切により分かりやすい情報発信に努める。 

４ 効果的・効率的な施策の推進 

計画（Plan）、実施（Do）、評価（Check）、改善（Ａｃｔｉｏｎ）のマネジメント・サイクルにより各施策を

効果的・効率的に推進する。 

 

第３ 教育を取り巻く社会情勢 

社会の在り方が劇的に変わる「Society5.0時代」の到来や、新型コロナウイルス感染症拡大など先

行き不透明な「予測困難な時代」において、一人ひとりの児童・生徒が、自分の良さや可能性を認識す

るとともに、あらゆる他者を価値のある存在として尊重し、多様な人々と協働しながら様々な社会的変

化を乗り越え、豊かな人生を切り拓き、持続可能な社会の創り手となることができるよう、その資質・能

力を育成することが求められている。 

新型コロナウイルス感染症は、未だ収束の見通しが立たず、ワクチン接種の効果により減少していた

感染者及び重症化患者も、変異株の影響により再び拡大傾向に転じ、新たな対策を迫られている。コロ

ナ禍を契機として情報端末の活用が進み、令和３年６月の教育再生実行会議の提言では、「デジタル化

が教育の新たな可能性を拓き、ポストコロナ期の新たな学びにおいても効果的な手段となり得る」として

おり、また、国の予算要求において、引き続き、ＧＩＧＡスクールにおける学びの充実を掲げている。 

また、一人ひとりの教育的ニーズに応じたきめ細かな指導を可能とする指導体制と安全・安心な教育

環境を整備するために、法改正により、小学校の学級編成の標準が３５人に引き下げられ、令和６年度

末までの間に計画的に３５人とすることとされ、少人数学級の実現に向けて動き出しており、少人数学

級と ICT活用を両輪として、新しい時代の学びの実現を目指している。 

資 料 
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生涯学習においては、第１０期中央教育審議会生涯学習分科会における議論の整理が公表されるな

ど、新しい時代の生涯学習・社会教育の在り方が検討されている。人生１００年時代において、誰もが必

要な時に必要な学びを通じ成長し、心身の健康を保持しながら活動できることが求められている。ま

た、時間的・空間的な制約を超えた新しい学びの利点を最大限生かし、取組を更に充実・発展していく

とともに、ICT機器等を利用できる人とできない人の格差解消を図っていくことが必要となっている。 

 

第４ 施策とその方向性 

教育を取り巻く社会情勢や現状・課題を踏まえ、４つの施策とその方向性を示し、取組を進めてい

く。 

【施策１】 知・徳・体を総合的に捉えた資質・能力の育成 

〈現状・課題〉 

学校教育には、知・徳・体を一体的に捉え、３つの資質・能力である「知識及び技能」「思

考力・判断力・表現力等」「学びに向かう力・人間性等」をバランスよくはぐくむことが求め

られている。これらの力を児童・生徒に身に付けさせるためにＩＣＴは不可欠であり、また、

各教員がＩＣＴを効果的に活用し、「主体的・対話的で深い学び」の視点による授業改善を図

り、児童・生徒一人ひとりに応じた最適な学びを提供するとともに、多様な他者と共に学び合

う学習活動を充実させることが必要とされている。 

 

１－１ 確かな学力の向上 

きめ細かい指導や教科の専門性を生かした指導ができるよう指導体制を充実させ

るとともに、学力の定着状況の把握・分析を踏まえた指導方法の工夫・改善を図る。ま

た、研修を充実させ、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を推進す

る。 

１－２ ＩＣＴを活用した教育の充実 

児童・生徒が情報端末を日常的に活用することで、一人ひとりに確かな学力を定

着させるとともに、情報活用能力の育成を図る。 

１－３ 現代的な諸課題に関する教科等横断的な教育の推進 

     時代の進展に伴う多様な教育課題（主権者に関する教育、消費者に関する教育、

法に関する教育等）について、各教科等の内容と関連付けながら、横断的・総合的に

取組の充実を図る。 

１－４ 豊かな心の育成 

     人権教育や道徳教育を通じて、人権意識を高め、道徳性を養うとともに、様々な 

体験活動を通じて、社会性・協調性や規範意識を醸成する教育活動を推進する。 

１－５ 健やかな体の育成 

     児童・生徒の望ましい運動習慣・生活習慣の確立に向け、学校と家庭が連携し、健

康の保持増進及び体力向上の取組や食育など健康教育の充実を図る。 

 

 

 

 



47 

【施策２】 学校の教育活動を支える環境整備の推進 

〈現状・課題〉 

いじめ・体罰、不登校等の諸課題は社会全体で取り組むべき重要な課題であり、学校や保護

者、地域、関係機関等と連携・協力し、適切に対応する必要がある。また、すべての子どもが

可能な限り共に学ぶことに配慮しつつ、特別支援教育の更なる充実が求められている。   

予測困難な時代において、災害や感染症など非常時においても、子どもたちの健やかな学び

を保障するため、引き続き、ＩＣＴ環境整備をはじめ、学習環境・指導体制の充実などに取り

組むとともに、子どもたちが快適かつ安全・安心に学校生活を送れるよう、老朽化した学校施

設の計画的な更新、区立中学校の統合など、教育環境の整備を通じて「魅力と活力にあふれ、

信頼される学校」の実現を図る必要がある。 

 

２－１ いじめ防止等の対応の充実 

       いじめはどこでも、誰にでも起こりうる問題であり、同時に重大な人権侵害である

という認識の下、「目黒区いじめ防止対策推進条例」「目黒区いじめ防止基本方針」

に基づき、いじめを許さない強い姿勢で、いじめの防止等の対策を総合的・効果的

に推進する。 

また、新型コロナウイルス感染症に起因するいじめを防止するため、児童・生徒が感

染症に関する正しい知識を基に、適切な行動がとれるよう、発達段階に応じた指導の

充実を図る。 

２－２ 不登校等への対応の充実 

       不登校の未然防止、幼児・児童・生徒の健全育成推進のため、様々な専門家、学

習支援教室「めぐろエミール」、関係機関、地域コミュニティと連携を図りながら、不

登校等の課題解決に向けて学校や保護者等への支援にあたる。 

２－３ 特別支援教育の推進 

心のバリアフリーの推進、一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導・支援の充実、

保護者や関係機関等との連携による支援体制の充実等、「特別支援教育推進計画

（第四次）」に掲げる施策を総合的に推進し、特別支援教育のさらなる充実を図る。 

２－４ 学校のＩＣＴ環境整備の推進 

計画的かつ効果的に学校のＩＣＴ環境の改善及び維持・管理に取り組むとともに、

児童・生徒及び教職員が安全安心に学校でＩＣＴを活用するために情報セキュリティ

の向上を図る。 

２－５ 就学前施設・小学校中学校間の連携・交流の強化 

幼稚園・こども園、保育園等と小学校、小学校と中学校の間の連携や交流を一層

深め、校種間の円滑な接続を図る。 

２－６ 学校施設の計画的な更新及び機能改善 

老朽化した学校施設を計画的に更新し、既存施設については必要な機能改善を

行うことで、児童・生徒の学習環境・生活環境の改善を図る。 

２－７ 区立中学校の適正規模・適正配置の推進 

区立中学校のさらなる魅力づくりに向けて、区立中学校の適正規模・適正配置を

推進し、充実した学校教育環境を整備する。区立中学校統合方針「望ましい規模の

区立中学校の実現を目指して」（令和３（２０２１）年１２月改定）に基づき、着実に取組

を進める。 
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【施策３】 学校内外の連携・分担による学校マネジメントの実現と子どもの安全・安心の確保  

〈現状・課題〉 

学校や児童・生徒を取り巻く課題は複雑化かつ多様化しており、求められる役割が拡大した

ことによる多忙から、教職員が教科指導や生徒指導に割く時間を十分に確保しづらいという課

題が顕在化している。課題への対処として、校長のリーダーシップの下、教職員一人ひとりが

専門性を発揮できるような組織運営を通じて、学校組織全体としての総合力を発揮していく必

要があり、学校外では、学校と家庭、地域との連携・協働によって、地域全体で子どもの成長

を支えていく体制の構築が求められている。 

また、学校の安全対策として、子どもたちに自らの安全を確保できる基礎的な資質・能力を

育成し、地域・関係機関との連携による安全対策の強化が求められている。 

 

３－１ 「チーム学校」の機能強化・働き方改革の推進 

学校に求められる多様な機能に応じて教員以外の外部人材を有効に活用するとと

もに、学校の教育機能のより一層の強化を図る。また、小学校における教科担任制等

の推進や学校・園における働き方改革に積極的に取り組む。 

３－２ 高い専門性と指導力、協働性を備えた教員人材の育成 

教員としての資質・能力の向上を図るため、教員の職層や経験に応じた研修や専

門性を高める研修、教育課題に対応した研修を意図的・計画的に実施するとともに、

日常的に学び合う校内研修や、主体的に行う研修を実施する。また、小学校における

「４０分授業午前５時間制」を推進し、創意工夫に富んだ魅力ある学校づくりを進め

る。 

３－３ 学校・家庭・地域全体で子どもたちの成長を支える体制の整備 

学校運営協議会の設置などを通じて、保護者や地域住民等が学校運営に参画し、

相互に連携・協働して魅力ある学校づくりを進めていく体制を整備する。また、関係

機関との連携により、複雑・多様化した課題に適切に対応していく。 

３－４ 子どもの安全教育の推進 

自らの安全を確保することのできる基礎的な資質・能力を、学校教育全体を通じ

て育成していけるよう、子どもの防災教育や防犯教育のより一層の推進を図る。この

ほか、関係機関と連携した防犯・防災にかかる教室の実施により、児童・生徒の健全

育成の活性化及び充実を図る。 

３－５ 地域や関係機関との連携による安全対策の強化 

登下校時の事故や犯罪から子どもたちを守るため、学校が地域や関係機関と連携

し、交通安全・生活安全・災害安全の観点をもって危険を予知し、必要な対応策を講

じる。また、地域ぐるみで子どもの安全対策のより一層の充実を図る。 

３－６ 学校・園における児童虐待の早期発見・早期対応の推進 

児童虐待防止法に基づき、対策を確実に実施するため、教職員研修を実施すると

ともに、関係機関との連携を密にして、「児童虐待防止マニュアル」を踏まえた児童虐

待の早期発見・早期対応を推進する。 

３－７ 「新しい生活様式」下における持続的な学校・園運営の実現 

幼児・児童・生徒の学びを止めず、各学校・園が教育課程を実施していくために、

「新しい生活様式」下での適切な感染症対策や熱中症対策を講じる。 
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【施策４】 生涯学習の充実 

〈現状・課題〉 

医療体制の充実、医学の進歩、生活水準の向上等により、平均寿命は著しく伸長し、人生 

１００年時代の到来が予測されている。人生１００年時代においては、すべての人が自らの人

生を設計し、学び続け、学んだことを生かして活躍できる環境が求められている。そして、今

後、より豊かに生きるため、生涯にわたって自ら学習し、自己の能力を高め、働くことや、地

域や社会の課題解決のための活動につなげていく必要性が一層高まることが考えられる。 

区民一人ひとりが、生涯を通じて、いつでもどこでも、生き生きと学び、学び合い、また、

学んだことを地域の中で生かすことができるよう、生涯学習環境整備を進め、施策を推進して

いく必要がある。  

 

４－１ 生き生きと学び合える生涯学習事業の充実 

 区内及び近隣地域の教育機関の専門性を生かした生涯学習講座の実施など、区民

の関心や意欲に応える生涯学習事業に取り組むとともに、誰もが、いつでも、どこでも

講座や団体等の情報を得られるように、様々な媒体を使った情報提供をさらに充実し

ていく。 

４－２ 青少年健全育成事業の実施 

青少年が地域社会を担う一員となるよう、自立性と社会性を身に付けるための体

験機会や情報リテラシー教育等の学習機会の提供を進める。 

また、青少年の健全育成を担う団体の主体性を尊重しながら、場の提供や指導者

の派遣等の支援を行う。 

４－３ 家庭教育を支援する事業の実施 

子どもの生活習慣の習得や自立心の育成など、すべての教育の出発点である家

庭教育が保護者の自覚と責任によって行われるよう、家庭教育講座などを引き続き

行うとともに、様々な機会・資源を活用し、より幅広く積極的な支援を進める。 

４－４ 文化財を活用した啓発・普及事業の実施 

区内の歴史的建築物や埋蔵文化財を調査・記録して、貴重な文化財を将来にわた

って保存・継承していく。 

また、文化財や歴史資料を活用した企画展の開催などを通じ、文化財への理解を

深め、保護への啓発を行う。 

４－５ 図書館サービスの充実 

重点テーマを定めた図書資料の計画的な収集、地域の課題や特定のテーマに関

連した展示により、区民ニーズに沿った的確な資料提供を行うとともに電子書籍貸出

サービス（めぐろ電子図書館）と地域資料のデジタル化による非来館型サービスの充

実を図る。また、図書館利用に障害のある方々一人ひとりの状況に応じた障害者サ

ービスの提供、子どもたちの読書活動の推進と学習活動の支援について取組を進め

る。 

 

第５ 実施事業の策定 

施策に対応した事業を着実に推進するための実施事業を別紙のとおり策定する。 
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令和４年度教育行政運営方針実施事業 

 

施策１ 知・徳・体を総合的に捉えた資質・能力の育成 

番号 項目 所管課 

１－１ 確かな学力の向上 

1－1－1 授業改善の推進 教育指導課 

連番号 

１ 

児童・生徒の学力の定着状況を把握し、指導方法の工夫・改善を図

るために、区独自の学力調査を実施し、学力の定着状況を把握・分析す

る。また、研修を充実させ、「主体的・対話的で深い学び」 の実現に向け

た授業改善の推進を図る。 

1－1－2 個に応じた学習指導の充実 教育指導課 

連番号 

２ 

児童・生徒の興味や関心、発達や学習の課題等を踏まえ、個に応じた

学習指導を充実させるために、習熟度別少人数指導や補助的教員によ

る指導を実施する。 

1－1－3 外国語教育の充実 教育指導課 

連番号 

３ 

ＡＬＴを活用し、児童・生徒の英語によるコミュニケーション能力の向

上を図る。また、中学校第２学年対象の英語４技能検定試験を実施し、

授業改善の取組みにつなげる。 

体験型英語学習の機会を設けるとともに、中学校イングリッシュ・キャ

ンプについては対象者の拡充を検討する。 

1－1－4 理科教育の充実 教育指導課 

連番号 

４ 

理科に対する興味・関心を高め、科学的リテラシーを向上させるため

に、理科指導者研修を実施する。 

１－２ ＩＣＴを活用した教育の充実 

1－2－1 情報活用能力の育成 教育指導課 

連番号 

５ 

発達段階に応じた児童・生徒の情報活用能力を計画的に育成するた

め、区共通の情報活用能力の系統的な指導計画に基づく指導や情報モ

ラル教育の充実を図る。 

1－2－2 ＩＣＴ機器を活用した指導力の向上 教育指導課 

連番号 

６ 

教員一人ひとりがＩＣＴの有効性を理解し、様々な学習場面に応じて、

ＩＣＴを効果的に活用した指導ができるよう、区主催のＩＣＴ活用研修を

実施するとともに、ICT支援員や GIGA支援員を活用した校内研修の

実施などを通して、授業の充実を図る。 

１－３ 現代的な諸課題に関する教科等横断的な教育の推進 

1－3－1 現代的な諸課題に関する教育の充実 教育指導課 

連番号 

７ 

「現代的な諸課題に関する教科等横断的な教育推進資料」（「主権者

教育」「ＥＳＤ」「食に関する教育」「キャリア教育」「消費者に関する教育」

「伝統や文化に関する教育」「法に関する教育」「性教育」等）を活用し、

各教科等の内容と関連付けながら指導の充実を図る。 

 

 

 

 

別 紙 
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番号 項目 所管課 

１－４ 豊かな心の育成 

1－4－1 人権教育の推進 教育指導課 

連番号 

８ 

学校・園において、人権教育の質的向上を図るため、目黒区人権教

育推進校の取組の成果を実践報告や授業公開を通じて、他校・園に普

及・啓発する。 

性的指向及び性自認に基づく困難等の解消に向けた性の多様性を

尊重する教育や、幼児・児童・生徒を性犯罪の被害者、加害者、傍観者

にしないための生命（いのち）の安全教育を充実させるため、区独自の

手引を作成・配付する。 

1－4－2 道徳教育の推進 教育指導課 

連番号 

９ 

道徳教育の質的向上を図るため、道徳の授業を充実させ、その取組

や成果を学校公開の日等に道徳授業公開を通じて、保護者・地域に発

信する。 

1－4－3 国際社会に対応する教育の推進 教育指導課 

連番号 

10 

小・中学校において、各教科、特別の教科 道徳、特別活動や総合的

な学習の時間等を通して行われる国際理解教育の中で、外国との交流

活動や我が国の伝統文化に関する学習を推進する。 

帰国児童・生徒や外国籍の児童・生徒などを対象とした日本語指導

の充実を図る。 

1－4－4 体験学習の充実 学校運営課 

教育指導課 連番号 

11 

自然宿泊体験教室や職場体験・ボランティア活動を行うことを通し

て、自然や生命を尊重する心や他人への思いやりのある心をはぐくみ、

主体的に進路を選択決定する態度や意欲を培うなど、豊かな人間性や

豊かに生きるための価値観を養う。 

1－4－5 連合行事等の充実 教育指導課 

連番号 

12 

自他のよさを見付け合い、自己の成長を振り返り、積極的に自己を伸

長しようとする態度を養うため、互いの運動や演奏を見合う連合行事を

実施する。 

１－５ 健やかな体の育成 

1－5－1 体力向上に向けた取組の推進 教育指導課 

連番号 

13 

幼稚園・こども園年長から中学校第３学年までの系統的な健康の保

持増進及び体力向上を図るために、「めぐろ ここカラダ月間」を設定

し、「めぐろ ここカラダシート」等の活用の推進を図る。 

1－5－2 健康教育の推進 学校運営課 

連番号 

14 

学校健康トレーナーを全小学校へ定期的に派遣するとともに、健康課

題をもつ児童を対象に「めぐろ元気あっぷ教室」を開催し、課題の改善

に取り組む。 

また、学校健康トレーナーによる健康相談、食育推進指導員による栄

養相談、小児生活習慣病専門医による講演・相談事業等を行う。 

1－5－3 食育の推進 学校運営課 

連番号 

15 

「学校（園）における食育指針」に基づき、学校、園での食育の推進を

図る。また、「学校・園におけるアレルギー疾患への対応の手引き」に基

づき、食物アレルギーをもつ児童・生徒への安全な学校給食の提供に取

り組む。 
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施策２ 学校の教育活動を支える環境整備の推進 

番号 項目 所管課 

２－１ いじめ防止等の対応の充実 

2－1－1 いじめへの組織的な対応の実施・充実 教育指導課 

連番号 

16 

「目黒区いじめ防止対策推進条例」「目黒区いじめ防止基本方針」に

基づき、関係機関と連携しながら、いじめ防止等の対策を効果的に推進

する。各学校では「学校いじめ防止基本方針」に沿って、学校サポートチ

ームを活用するなどし、保護者と連携を図りながら、いじめの未然防止・

早期発見・早期解決を図る。 

２－２ 不登校等への対応の充実 

2－2－1 不登校児童・生徒等の学習支援の充実 教育支援課 

連番号 

17 

学習支援教室「めぐろエミール」において、多様化・複雑化した要因に

よる不登校児童・生徒の学習支援を行うため、一人ひとりの学習上の困

難さに応じた学習の個別指導・支援を行う。また、児童・生徒一人ひとり

のニーズに応じた不登校児童・生徒の居場所としての機能の充実を図

る。 

2－2－2 教育相談体制の充実 教育支援課 

連番号 

18 

不登校の未然防止、幼児・児童・生徒の健全育成推進のため、スクー

ルカウンセラーを全校・園へ派遣する。スクールカウンセラーや教育相談

員を活用し、電話や来室による教育相談機能の充実を図る。 

2－2－3 関係機関等との連携強化 教育支援課 

連番号 

19 

 スクールソーシャルワーカー、 教育相談員、スクールカウンセラー、学

習支援教室「めぐろエミール」や関係機関などと連携を図りながら、不登

校等の諸課題の早期発見と対応を促進する。 

２－３ 特別支援教育の推進 

2－3－1 交流及び共同学習の充実 教育支援課 

連番号 

20 

 教職員、児童・生徒、保護者・区民への特別支援教育に関する理解啓

発を継続的に実施するとともに、交流及び共同学習の充実、特別支援

学校に在籍する児童・生徒との副籍交流の充実を図る。 

2－3－2 特別支援教室事業の適切な運営 教育支援課 

連番号 

21 

東京都特別支援教育推進計画（第二期）・第一次実施計画に基づき、

『特別支援教室の運営ガイドライン』（令和 3年 3月 東京都教育委員

会）に沿った特別支援教室事業を運営する。 

2－3－3 保護者や関係機関との連携による支援体制の充実 教育支援課 

連番号 

22 

医療・教育・心理の専門家が幼稚園、こども園、保育園等を訪問し、

教職員や保護者からの相談を受け助言する小学校就学前ガイダンスを

実施し、保護者や学校関係機関と連携した支援体制の充実を図る。 
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番号 項目 所管課 

２－４ 学校のＩＣＴ環境整備の推進 

2－4－1 学校のＩＣＴ環境整備 学校ＩＣＴ課 

連番号 

23 

教育用ＩＣＴ機器（指導者用ＰＣ、大型提示装置等）及び校内ネットワ

ーク環境の整備に向けた準備作業を実施する。 

2－4－2 校務系システムの改善 学校ＩＣＴ課 

連番号 

24 

 現行の校務系システムの課題を整理し、次期システムへの更改に向け

た検討を行う。 

２－５ 就学前施設・小学校中学校間の連携・交流の強化 

2－5－1 小学校・中学校間の連携・交流の充実 教育指導課 

連番号 

25 

児童・生徒の生きる力をはぐくむため、「小・中連携子ども育成プラン」

に基づき、小・中学校が連携した教育活動を進める。 

2－5－2 幼稚園、こども園等と小学校との円滑な接続 教育指導課 

連番号 

26 

５歳児が円滑に小学校生活や学習へ適応できるようにするため、「ア

プローチカリキュラム」及び「スタートカリキュラム」を実施する。 

幼稚園・小学校を通した一体的な指導の実現に向け、小学校就学前

施設の教職員と小学校教員との合同研修会を実施する。 

２－６ 学校施設の計画的な更新及び機能改善 

2－6－1 学校施設の計画的な更新 学校施設計画課 

連番号 

27 

 向原小学校の更新に向けて基本構想・基本設計等を行うとともに、統

合する新設中学校の新校舎建設に向けた調査等を行う。 

2－6－2 学習・生活環境の改善 学校施設計画課 

連番号 

28 

学校及び地域避難所としての学習・生活環境の改善を図るため、校

舎トイレについて内装、衛生器具及び給排水管の改修などを行う（小学

校４校、中学校１校）とともに、体育館（小学校１校）及び校庭（小学校２

校、中学校２校）のトイレを洋式化する。 

２－７ 区立中学校の適正規模・適正配置の推進 

2－7－1 南部・西部地区の区立中学校の統合に向けた取組 学校統合推進課 

連番号 

29 

「第七中学校と第九中学校」、「第八中学校と第十一中学校」を統合

することにより新設する中学校２校の開校に向け、学校関係者・保護者・

地域の方などによる協議組織を設置し、基本的な事項（学校の位置、目

指す学校像等）を協議する。また、協議組織等による協議・検討結果に

基づいて、新設中学校の基本的な事項を示した方針（統合新校整備方

針）を策定する。 
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施策３ 学校内外の連携・分担による学校マネジメントの実現と子どもの安全・安心の確保  

番号 項目 所管課 

３－１ 「チーム学校」の機能強化・働き方改革の推進 

3－1－1 学校を支える人員体制の充実 教育指導課 

連番号 

30 

教員や副校長の業務負担軽減のため、実態に応じた専門スタッフの

配置や国庫補助を活用したスクール・サポート・スタッフの全校配置に

加え、東京都の補助事業を活用した副校長補佐の配置を継続する。 

3－1－2 小学校における教科担任制等の推進 教育指導課 

連番号 

31 

児童の学力向上と、複数の教員による多面的な児童理解を促すた

め、教員の教科指導における専門性を生かした教科担任制や交換授業

等の推進を図る。 

3－1－3 部活動支援の充実 学校運営課 

連番号 

32 

活力ある部活動の実現に向け、校長による管理・監督の下で教育課

程と関連させながら、生徒が自らの適性や興味・関心を伸ばすための指

導を充実するため、部活動指導員等を配置するとともに、専門家等によ

るコーチングやスポーツメンタル等の研修等を実施し、指導者の資質や

指導技術の向上を図る。 

3－1－4 学校・園における働き方改革の推進 教育政策課 

学校運営課 

教育指導課 

連番号 

33 

働き方改革を喫緊の課題と捉え、幼稚園・こども園から中学校までの

子どもたちと教職員の生き生きとした学校生活や教育活動につながるよ

う、時間創出のための環境改善と勤務時間を意識した働き方を推進す

る。 

３－２ 高い専門性と指導力、協働性を備えた教員人材の育成 

3－2－1 本区の特色を生かした教育課程の編成・実施 教育指導課 

連番号 

34 

二期制・夏季休業の短縮を実施する中で教育活動を充実させるととも

に、小学校「４０分授業午前５時間制」の検証を通して、創意工夫に富ん

だ魅力ある学校づくりの推進を図る。 

3－2－2 学校評価の実施・活用 教育指導課 

連番号 

35 

各学校・園において、児童・生徒、保護者、地域の方々、教職員による

学校評価アンケートの結果を踏まえ、自己評価及び学校関係者評価を

実施し、学校・園運営の改善・充実を図る。 

3－2－3 職層や教育課題等に応じた研修の充実 教育指導課 

連番号 

36 

教員の資質・能力の向上を図るために、「主体的・対話的で深い学

び」の視点に基づく授業改善やＩＣＴ機器の活用に関する研修など今日

的な教育課題を取り入れた研修を実施する。また、教員の多忙化に配

慮しながら研修の在り方の改善を図る。 

3－2－4 教員表彰制度の実施 教育指導課 

連番号 

37 

授業力が優れた教員の表彰制度を生かし、その優れた指導技術を若

手教員等へ継承し、高い授業力をもつ教員の育成を図る。 
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番号 項目 所管課 

３－３ 学校・家庭・地域全体で子どもたちの成長を支える体制の整備 

3－3－1 放課後フリークラブ事業の推進 生涯学習課 

連番号 

38 

放課後や休日等における子どもの安全・安心な居場所の確保のため、

小学校で実施している「ランドセルひろば」のより効果的、効率的な実施

に努めるとともに、「子ども教室」の実施小学校区の拡大及び教室内容

の充実を図る。また、放課後子ども総合プランによる「ランランひろば」に

ついて、放課後子ども対策課と協力・連携していく。 

3－3－2 地域全体で子どもたちの成長を支える体制の構築に向けた取組 教育政策課 

連番号 

39 

 平成２０年度から２３年度にかけて実施したモデル事例の検証結果や

国・都の施策等を踏まえつつ、学校運営協議会等の設置に向けて、検

討を進める。検討に当たっては、検討組織を立ち上げるとともに、検討

組織を通じて、設置に向けた考え方や進め方を取りまとめる。 

３－４ 子どもの安全教育の推進 

3－4－1 安全教育の推進 教育政策課 

教育指導課 連番号 

40 

児童・生徒の安全への意識の向上に向け、保護者・地域の協力による

地域安全マップの作成（小学校）を行うとともに、交通安全教室や教職

員及び中学生を対象とした普通救命講習会を実施するほか、小１防犯

教育プログラムを実施し、生活安全対策の充実を図る。 

3－4－2 防災教育の充実 教育指導課 

連番号 

41 

自ら主体的に行動ができる能力をはぐくむため、学校防災マニュアル

に基づく実践的な避難訓練を実施する。また、「防災ノート～災害と安

全～」や「東京マイ・タイムライン」を活用したり、地域の防災訓練と連携

したりするなど防災教育を引き続き実施する。 

３－５ 地域や関係機関との連携による安全対策の強化 

3－5－1 防犯・防災等の情報共有 教育政策課 

連番号 

42 

保護者連絡システムを用いて、教育委員会から不審者情報など子ど

もの安全に関する緊急情報の配信、学校・園から自然災害発生時の学

校対応の連絡など、保護者にとって有用な活用を図り、児童・生徒の安

全・安心を確保する。 

3－5－2 地域の協力による安全ネットワークの充実 生涯学習課 

連番号 

43 

子どもたちが犯罪や事故などによる身の危険を感じたときに緊急避

難できる場として推進している「こども１１０番の家」については、引き続

き学校、ＰＴＡ等との連携・協力を進めるとともに、協力家庭等の増加を

図る。 

3－5－3 通学路の安全確保 教育政策課 

連番号 

44 

小学校通学路の危険箇所を学校に調査依頼し、報告箇所について

は、道路管理者や警察など関係機関が必要な対策を講じていく。また、

学校・PTA、地域住民と関係機関との合同で通学路の点検を実施す

る。 
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番号 項目 所管課 

３－６ 学校・園における児童虐待の早期発見・早期対応の推進 

3－6－1 児童虐待の早期発見・早期対応の徹底に向けた取組の強化 教育指導課 

連番号 

45 

「児童虐待防止マニュアル」に基づく対応を全教職員に徹底するとと

もに、学校と子ども家庭支援センター等との情報共有及び連携の強化

を図る。また、教職員の児童虐待防止への意識を高め、児童虐待防止

に関する各学校の取組の充実に向けた研修を実施する。 

３－７ 「新しい生活様式」下における持続的な学校・園運営の実現 

3－7－1 感染症対策の実施 学校運営課 

教育指導課 連番号 

46 

「目黒区立学校・園 新型コロナウイルス感染症対策マニュアル」に基

づき、各学校・園における感染症予防策の徹底を図る。 

3－7－2 熱中症対策の実施 教育指導課 

学校運営課 

教育政策課 

連番号 

47 

「目黒区立学校・園 熱中症対策ガイドライン」に基づき、各学校・園に

おける熱中症予防策の徹底を図る。 

 

施策４ 生涯学習の充実 

番号 項目 所管課 

４－１ 生き生きと学び合える生涯学習事業の充実 

4－1－1 大学等教育機関の専門性を生かした事業の実施 生涯学習課 

連番号 

48 

 

現在実施している区内及び近隣教育機関との連携・協力を進め、ニ

ーズに沿った企画を実施するとともに、ＩＣＴを活用した講座も取り入れ

ながら、区民の生涯学習の機会拡大を図る。 

４－２ 青少年健全育成事業の実施 

4－2－1 青少年の健全育成を支援する事業の実施 生涯学習課 

連番号 

49 

青少年を対象として、自然体験や生活・文化体験の機会を提供する。

また、少年団体の育成と地域の青少年リーダーの育成を図るための支

援事業を実施する。 

４－３ 家庭教育を支援する事業の実施 

4－3－1 家庭の教育力向上に向けた学習機会等の提供 生涯学習課 

連番号 

50 

家庭教育の自主性を尊重しつつ、家庭教育に関する学習機会の提供

を行い、子どもの生活習慣の習得や自立心の育成に向けて、より効果

的な支援に向けた検討を進める。 

４－４ 文化財を活用した啓発・普及事業の実施 

4－4－1 歴史的建造物、遺跡調査の実施 生涯学習課 

連番号 

51 

文化財として価値のある歴史的建築物の調査、埋蔵文化財保護のた

めの試掘調査を実施し、めぐろの歴史と文化を記録保存する。 

4－4－2 めぐろ歴史資料館企画展等の実施 生涯学習課 

連番号 

52 

伝統的な技術を継承し、現在でも名工として語り継がれている目黒

区ゆかりの人物に焦点を当て、その業績を紹介する企画展をはじめ、

講座等を実施し、目黒の歴史の理解を促す。 

 

 



57 

番号 項目 所管課 

４－５ 図書館サービスの充実 

4－5－1 図書館資料の充実と的確な資料提供 八雲中央図書館 

連番号 

53 

知・文化の拠点として、資料収集の重点テーマを定め、指定寄付金

（ふるさと納税）を活用しながら図書館資料の充実を図る。また、これら

の資料（蔵書）を活用し、地域の課題や特定のテーマに関連した展示に

より区民ニーズに沿った的確な資料提供を行う。 

4－5－2 電子書籍貸出サービスの充実 八雲中央図書館 

連番号 

54 

新しい生活様式に対応した非来館型サービスとして導入した電子書

籍貸出サービス（めぐろ電子図書館）について、計画的なコンテンツの充

実と地域資料のデジタル化を推進する。 

4－5－3 障害者サービスの充実 八雲中央図書館 

連番号 

55 

障害などにより図書館利用に支障のある方向けの資料（録音・点字図

書、マルチメディア資料など）の提供、対面朗読、来館困難者に対する資

料配送などのサービスを行う。また、録音図書作成などのボランティアで

ある障害者サービス協力員の育成などによりサービスの充実を図る。 

4－5－4 子ども読書活動の推進及び学習活動の支援 八雲中央図書館 

連番号 

56 

学校への図書資料の団体貸出、夏季休業期間の調べ学習支援、ワー

クショップやフォローアップ研修による読み聞かせボランティアの育成等

を行い、子どもの読書活動の推進及び学習活動の支援についての取組

を進める。 

また、国及び都の第四次子供読書活動の推進計画やコロナ禍による

社会変化等を踏まえて、「目黒区子ども読書活動推進のための方針」の

改定の準備を行う。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度目黒区教育委員会の権限に 

属する事務の管理及び執行の状況の点検 

及び評価（令和４年度分）報告書 

 

令和５年８月 目黒区教育委員会 


